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千円 千円 千円 千円

1,538,560,326 1,596,334,447 57,774,121 59,543,587 ［
　 （
１．義務教育費国庫負担金
　　（事項要求）

［
（

２．GIGAスクールにおける人的支援・学びの充実・
　　通信環境整備

［
（

　（１）GIGAスクールサポーター配置促進事業

（
　（２）GIGAスクールにおける学びの充実

（
　（３）新時代の学びの基盤となる通信環境整備

（
　（４）学習者用デジタル教科書普及促進事業

［
（

　（５）オンライン学習システム事業の全国展開
　　　教育データの利活用推進

［
（

３．子供の育ちを守る幼児教育の推進

（
　（１）幼児教育推進体制の充実・活用強化事業
　　　【後掲】

（
　（２）幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップ
　　　 支援事業【後掲】

（
　（３）幼児教育の教育課題に対応した指導
　　　方法等充実調査研究【後掲】

［
（

　（４）教育支援体制整備事業費交付金【後掲】

（
　（５）幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】

（

　（６）ECEC Network事業の参加【後掲】

［
（

４．学校における感染症対策の充実

［
（

　（１）感染症対策のための衛生環境整備
　　　 支援事業

［
（

　（２）特別支援学校スクールバス感染症対策
　　　　支援事業

（
　（３）学校における感染症対策専門家派遣事業

（

　（４）児童生徒の健康管理・健康づくりの推進

（
　（５）学校健康診断情報のPHRへの活用に関する
　　　 調査研究事業

（
　（６）感染症拡大に伴う学校給食・食育の諸課題
　　　 に関する調査研究

10,523,157 ］

0 ）

］

令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

6,584,441

1,393,966

7,761,659

1,138,565

）1,522,141,000

1,520,829,000

少人数によるきめ細かな
指導体制の計画的な整備
やICTの活用など、新しい
時代の学びの環境の整備
及び学校の働き方改革の
推進

436,937 ）

11,347

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

１．

8,572,476

57,830 ）

962,694

7,600,000

10,535,669 ］
）

5,252,625

258,190

3,591,276

13,621

）
427,434

0 ）

1,353,046 ）
8,117,202

127,484

57,290

］

0

104,697 ）

19,780 ）
5,225,480

158,967 ）

99,177 ］

6,584,441

0 ）

）

15,635,380

0

190,330 ）
295,387

11,347 ）

）
25,694

）

2,201,637

35,866 ）
16,858,270

）

5,279,205

0

22,245 ）

前年度
補正予算額

3,967,000 ］

10,634,846 ］

］

1,950,681

26,148

）
155,465

］

66,338

説明資料１ 参照



令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

前年度
補正予算額

［
（

５．学校における働き方改革の推進

［
（

　（１）補習等のための指導員等派遣事業

［
（

　　　①学力向上を目的とした学校教育活動支援

［
（

　　　②スクール・サポート・スタッフの配置

（
　　　③中学校における部活動指導員の配置

（

　（２）スクールカウンセラーの配置充実【後掲】

（

　（３）スクールソーシャルワーカーの配置充実
　　　【後掲】

（

　（４）看護師、外部専門家の配置【後掲】

（
　（５）学校における働き方改革推進事業

　　

1,607,000 1,512,000 △ 95,000 義務教育費国庫負担金

458,689 2,188,769 1,730,080

（
１．WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）
　　コンソーシアム構築支援事業

（
２．地域社会に根差した高等学校の
　　学校間連携・協働ネットワーク構築事業
　　（COREハイスクール・ネットワーク構想）

（
３．マイスター・ハイスクール
　　（次世代地域産業人材育成刷新事業）

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業

（
５．高等学校における教育の質確保・多様性
　　への対応に関する調査研究

）

27,834,143

）

）

）

）

2,172,634

）

）
10,814,650

2． 新時代に対応した高等学
校改革の推進

0

］

1,478,400

1,648,790

13,079,922

）

）

6,241,706

5,343,869

4,865,637

3,197,973

25,372,972

14,593,477

0

721,961

］

1,805,511

）

）

52,592

252,448

241,130

55,169

）31,833

31,858

］

）1,142,400

1,973,262

1,901,333

）

3,798,025

24,036,118

365,527

151,072

807,559

27,834,143 ］

34,894,595

（参考）復興特別会計

説明資料２ 参照



令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

前年度
補正予算額

教育課程の充実 3,004,926 3,185,710 180,784

（
１．個別最適な学び等の学力向上のための取組の
　　推進

（
２．理数教育の充実のための総合的な支援等

（ ）
３．小・中・高等学校を通じた英語教育強化

（
４．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する
　　先導的研究開発

（
５．学習指導要領等の趣旨徹底等及び現代的課題
　　に対応した教育の充実等

（
６．特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等
　　及び学習・指導方法の改善・充実

（
７．幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】

道徳教育の充実 4,236,299 4,275,784 39,485 　
　 （
１．道徳教育の抜本的改善・充実等

7,165,891 7,667,313 501,422

（
１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（

（

　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（

　（３）有識者会議等開催経費等

（

２．夜間中学の設置促進・充実

2,219,003 1,749,487 △ 469,516 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

子供の体験活動の推進 115,613 129,992 14,379

（
１．健全育成のための体験活動推進事業

　　〔総合教育政策局に計上〕

（
２．小・中学校等における起業体験推進事業
     【後掲】

）

）

）

）

7,090,891

）

）

1,975,325

５．

99,365

４．

1,916,884

70,422

317,709

70,487

75,000

16,248

9,588

28,743

28,743

7,513,588

7,592,313

）

75,000

379,820

120,404

26,148

7,021,216

4,236,299

154,131

）

）

いじめ・不登校、虐待対応
等の推進

）

139,812

25,694

）

40,932

６．

　（１）専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等

）

49,982

）

３．

123,285

479,531

105,833

4,275,784

）

405,555

（参考）復興特別会計

説明資料３ 参照

説明資料５ 参照

説明資料６ 参照

説明資料４ 参照



令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

前年度
補正予算額

幼児教育の振興 4,366,865 29,619,417 25,252,552 6,584,441 ［ ］
（

１．子供の育ちを守る幼児教育の推進

（
　（１）幼児教育推進体制の充実・活用強化事業

（
　（２）幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップ
　　　 支援事業

（
　（３）幼児教育の教育課題に対応した指導
　　　方法等充実調査研究

［ ］
（

　（４）教育支援体制整備事業費交付金

（
　（５）幼稚園教育課程の理解の推進

（
　（６）ECEC Network事業の参加

（
２．新たな日常を支える施設整備

（
　（１）認定こども園施設整備交付金（事項要求）
　　　　　　　　　　　　　※前年度予算額は、臨時・特別の措置（防災・減災、国土強靭化関係）を除く

（
　（２）私立幼稚園施設整備費補助（事項要求）
　　　　　　　　　　　　　※前年度予算額は、臨時・特別の措置（防災・減災、国土強靭化関係）を除く

330,102 998,727 668,625

（

（ ）

２.マイスター・ハイスクール
（次世代地域産業人材育成刷新事業）【再掲】

（
３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業【再掲】
　　

200,920 11,779,985 11,579,065 8,572,476 ［ ］
（

（

）

29,803

962,694

）

21,502,215

241,130

）

）

252,448

1,492,700

）

）

）

）

0

11,347

57,830

190,330

295,387

104,697

127,484

1,353,046

8,117,202

）

）

９．

２．学校給食・食育総合推進事業【一部再掲】 148,486

１．学校保健推進事業等【一部再掲】

20,670

2,523,819

）3,013,819

学校健康教育の推進

81,346

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業
　（総合教育政策局予算を含む）

490,000

14,966

20,009,515

11,347

57,290

８． キャリア教育・職業教育
の充実

７．

26,148

25,694

）

）

）

）

47,851

11,631,499

119,574

7,600,000

721,961

8,572,476

6,584,441

6,584,441

説明資料８ 参照

説明資料９ 参照

説明資料７ 参照



令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

前年度
補正予算額

2,546,102 9,212,898 6,666,796 1,950,681 　 ［ ]
（

１．ICTを活用した障害のある児童生徒等に対
　　する指導の充実【新規】

（

２．教科書デジタルデータを活用した拡大教科
　　書、音声教材等普及促進プロジェクト

（

（
４．学校における医療的ケア実施体制充実事業

［ ]
（

５．特別支援学校スクールバス感染症対策支援
　　事業【再掲】

（

（
７．切れ目ない支援体制整備、外部専門家の
　　配置（切れ目ない支援体制整備充実事業
　　の内数）

（

（

（

１０．その他（政策的な課題に係る調査研究等）

2,486,821 2,789,145 302,324

（

１．スクールソーシャルワーカーの配置充実
     【再掲】

（
２．高校生等の就職・就学支援等

（
３．要保護児童生徒援助費補助

４．地方自治体業務プロセス・情報システム標準 （ ）
仕様作成事業（就学）

（参考） （
　被災児童生徒就学支援等事業
    （大規模災害等対応分）

3,019,531 1,640,925 △ 1,378,606 被災児童生徒就学支援等事業

29,085

0

）

９．難聴児の早期支援に向けた保健・医療・
　　福祉・教育の連携推進

240,378

）

）

932,880

71,332

5,279,205

）

0

320,823

）

0

）

）

1,805,511

619,360

６．低所得世帯へのオンライン学習通信費支援
　　（特別支援教育就学奨励費の内数）

学校をプラットフォームとし
た総合的な子供の貧困対
策の推進等

2,132,102

108,654

1,973,262

910,607

52,592

１１．

55,169

）

626,141

）

15,661

207,393

）

）

69,818

310,823

）

）

１０． 切れ目ない支援体制構築
に向けた特別支援教育の
充実

８．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援事業等

149,559

）

３．医療的ケアのための看護師配置（切れ目な
　　い支援体制整備充実事業の内数）

0

143,931

1,950,681

185,104

1,950,681

42,045

1,608,258

219,784

21,200

（参考）復興特別会計

説明資料１０ 参照

説明資料１１ 参照



令和３年度概算要求事項別表

（初等中等教育局）

事        項
前　年　度
予　算　額

令和３年度
要求・要望額

比　較　増
△　減　額

備              考
（　）内　前年度予算額、［　］内　前年度補正予算額

前年度
補正予算額

995,310 1,071,037 75,727

　

444,100,294 438,529,973 △ 5,570,321

（ ）
１．高等学校等就学支援金交付金等

（ ）
　（１）高等学校等就学支援金交付金

（ ）
　（２）高等学校等就学支援金事務費交付金

（ ）
　（３）公立高等学校授業料不徴収交付金

（ ）
２．高校生等奨学給付金（奨学のための給付金）

（ ）

３．高等学校等修学支援事業費補助金（高校生
等奨学給付金を除く）

（ ）
　（１）高校等で学び直す者に対する修学支援

（ ）
　（２）家計急変した世帯への修学支援

（ ）
　（３）海外の日本人高校生への修学支援

（ ）
　（４）高校等専攻科の生徒への修学支援

（ ）
４．へき地児童生徒援助費等補助金

46,013,317 46,787,000 773,683

（
　義務教育教科書購入費

高校生等への修学支援

2,354,838

１３．

）
１４． 義務教育教科書の無償給

与 46,013,317

私立小中学校等に通う児
童生徒への経済的支援に
関する実証事業

１２．

245,258

222,534

2,354,838

9,000

61,082

16,632

21,298

410,564

46,787,000

276,433

715,478

427,587,783

419,569,754
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説明資料１２ 参照
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１．少人数指導によるきめ細かな指導体制の計画的な整備
やＩＣＴの活用など、新しい時代の学びの環境の整備
及び学校における働き方改革の推進 

 
                    (前年度当初予算額 1,538,560百万円、補正予算額 59,544百万円） 
            令和 3 年度要求・要望額  1,596,334 百万円 
           〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計  1,512 百万円〕 
 
１．要  旨 

学校の臨時休業等の緊急時においても、安全・安心な教育環境を確保しつつ、
全ての子供たちの学びを保障するため、少人数によるきめ細かな指導体制の計
画的な整備やＩＣＴの活用、感染症対応など、新しい時代の学びの環境の整備
を図る。 
また、引き続き学校における働き方改革を推進するため、教職員定数の改善、

専門スタッフや外部人材の配置拡充、業務改善を一体的に推進する。 
 
２．内  容 
 ◆義務教育費国庫負担金  1,520,829 百万円＋事項要求(1,522,141 百万円) 

［3,967 百万円］ 
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費につい

て都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものであ
る。 

 ・加配教職員定数の改善           ＋44 億円（＋2,000 人） 
 ・基礎定数化に伴う定数増       ＋ 9 億円（＋  397 人） 
 ・教職員定数の自然減           ▲22 億円（▲  995 人） 
 ・教職員配置の見直し         ▲44 億円（▲2,000 人） 
 ・教職員の若返り等による給与減    ▲ 1 億円 
 ・教員給与の見直し          ＋ 1 億円  

  ＋事項要求 
  

                           
 ≪教職員定数の改善≫                             ＋2,397 人＋事項要求 

１．学校における働き方改革等                 ＋2,397 人 
   ①教師の持ちコマ数軽減による教育の質の向上               ＋2,000 人 
    ○小学校専科指導の充実                      
     義務教育９年間を見通した指導体制への支援               

教師の持ちコマ数の軽減や、教科指導の専門性を持った教師によるきめ
細かな指導など、小学校の専科指導に積極的に取り組む学校を支援。 
（※）令和 2 年度予算編成過程において、指導方法工夫改善定数 3.3 万人について、 

   小学校のティーム・ティーチング 6,800 人のうち算数での活用が見込まれる 

   4 割を除く残りに 4,000 人ついては、学校の働き方改革の観点から、専科指 

   導のための加配定数に発展的に見直すこととした。 

       (令和 2 年度、3 年度の 2 年間で段階的に 2,000 人ずつ実施) 
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  ②複雑化・困難化する教育課題への対応                   ＋ 397 人 

教育課題への対応のための基礎定数化関連        
（平成 29 年 3 月義務標準法改正による基礎定数化に伴う定数の増減） 

・通級による指導 ＋506 人 ・日本語指導 ＋ 90 人 
・初任者研修   ＋ 11 人 ・自然減等  ▲210 人  

 
 
２．少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備 
  これまでの新型コロナウイルス感染症対応を踏まえ、子供たちの学びを保障

するとともに、「GIGA スクール構想」のもと個別最適な学びを実現することが
できるよう、１人１台端末の下での効果的な ICT の活用や身体的距離の確保な
ど、新しい時代の学びを支える環境を整備することが必要である。 

  そのため、学級編制の標準の引下げを含め、少人数によるきめ細かな指導体
制の計画的な整備について、経済財政運営と改革の基本方針 2020 を踏まえ、予
算編成過程において検討することとする。 

（参考）経済財政運営と改革の基本方針 2020（抄）(R2.7.17) 

第３章 「新たな日常」の実現 

 ３．「人」・イノベーションへの投資の強化  

          ― 「新たな日常」を支える生産性向上 

  （１）課題設定・解決力や創造力のある人材の育成 

   ① 初等中等教育改革等  

   学校の臨時休業等の緊急時においても、安全・安心な教育環境を確保しつつ、 

全ての子供たちの学びを保障するため、少人数によるきめ細かな指導体制の 

計画的な整備やＩＣＴの活用など、新しい時代の学びの環境の整備について 

関係者間で丁寧に検討する。 

 
 
 

≪教員給与の見直し≫  
・管理職手当の改善（校長、副校長・教頭の支給率改善） 

 
 
（参考：復興特別会計） 
   被災した児童生徒に対する心のケアや学習支援のため、教職員定数（669 人）

を別途要求。  
                        1,512 百万円(1,607 百万円) 
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◆GIGA スクールにおける人的支援・学びの充実・通信環境整備 
 
○GIGA スクールサポーター配置促進事業〔補助率１／２〕 

                    5,253 百万円［10,536 百万円］ 
災害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時においても、ICT の

活用により全ての子供たちの学びを保障できる環境を早急に実現するため、学
校における ICT 環境整備の設計や使用マニュアル（ルール）の作成のほか、新
型コロナウイルス感染症による臨時休業期間における、オンラインによる家庭
学習の実施に関する支援等を行う ICT 技術者の学校への配置経費を支援。 

 
・想定人材：ICT 関係企業 OB など ICT 環境整備等の知見を有する者 

・実施主体：国立：国立大学法人（定額） 

公立、私立：都道府県、政令市、その他市区町村等、学校法人（１／２） 

・負担割合：国１／２，都道府県・指定都市１／２ 

 

 
○GIGA スクールにおける学びの充実         427 百万円（258 百万円） 

「GIGA スクール構想の実現」の着実な実施に向けて、児童生徒１人１台端末
の環境における ICT の効果的な活用を一層促進する取組を実施。あわせて、新
学習指導要領において、「情報活用能力」が全ての学習の基盤となる資質・能
力として位置付けられたことを踏まえ、その育成及び把握のための調査研究等
を実施。 

・「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」等による整備・活用推進 
・児童生徒の情報活用能力の把握に関する調査研究 
・情報モラル教育推進事業 

 
○オンライン学習システム（CBT システム）の全国展開、先端技術・教育デー 
タの利活用推進事業 
                              3,591 百万円（159 百万円） 

［99 百万円］ 
 

（１）オンライン学習システム（CBT システム）の全国展開 

3,282 百万円［99 百万円］ 
緊急時における「学びの保障」の観点から、パソコンやタブレットを用い 

た学習やアセスメントができるオンライン学習システム（令和 2 年度にプロ
トタイプを開発する CBT システム）を、全国の小・中・高等学校等で活用で
きるように機能の改善・充実やサーバーの強化等を実施するとともに、解答
結果のデータ分析・利活用を行う。 

   
 
（２）先端技術・教育データの利活用推進            309 百万円（159 百万円） 
  学校現場や教育行政における緊急時の課題を、先端技術や教育データを効 

果的に活用して解決するためのシステム開発等を行う。 
  《具体例》  

   ・緊急時でも、文部科学省・自治体・学校間のデータ伝達を迅速・円滑に行うための 
システムを開発 

・可能性に比して導入や検証が進んでいない先端技術（AR・VR やセンシング技術等） 

の教育現場での検証 
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○学習者用デジタル教科書普及促進事業     5,225 百万円（20 百万円） 
義務教育段階の学校における１人１台端末の早期実現を踏まえ、児童生徒の

学びの充実や障害等による学習上の困難の低減に資するよう、小中学校等に学
習者用デジタル教科書を大規模に提供し､普及促進に向けた実証事業を実施す
る。また、そのクラウド配信に関するフィージビリティ検証や、学習者用デジ
タル教科書の使用による効果・影響を実証研究しつつ、教員の授業実践に資す
るよう事例集や研修動画の製作等を行う。 

 
 

○新時代の学びの基盤となる通信環境整備            1,139 百万円（新規） 
2022 年度から希望する学校が SINET を活用できるよう、次期 SINET の都道府

県のノードに初等中等教育段階向けの設備を整備するなどの準備を行うこと
で、学びの基盤となる学校外のネットワークを強化し、GIGA スクール構想にお
ける ICT 環境整備とあわせて Society 5.0 時代にふさわしい学校の ICT 利活用
を推進する。 

・対象校種：国公私立の初等中等教育機関 
・整備個所数：都道府県の SINET ノード（30 拠点） 
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◆子供の育ちを守る幼児教育の推進 
新型コロナウイルス感染症対策をはじめとした新規課題に的確に対応しつ

つ、質の高い幼児教育の提供と教育環境の一層の充実を通じて幼児を健やかに
育むよう、幼児教育推進体制の充実・活用強化や、幼稚園教諭の人材確保・キ
ャリアアップの促進、幼稚園の ICT 環境整備、感染症対策を実施するために必
要となる支援等を実施する。 
 
○幼児教育推進体制の充実・活用強化事業【後掲】〔補助率１／２〕 

295 百万円（190 百万円） 
                                   〔補助事業者：都道府県、市町村〕 

新型コロナウイルス感染症で顕在化した課題に的確に対応し、公私立幼稚園・

保育所・認定こども園に対して一体的に域内全体の幼児教育の質の向上を図るた

め、保健、福祉等の専門職との連携をはじめ、多様な課題に対応した幼児教育推

進体制の構築、活用強化を支援する。 

 

 

○幼稚園教諭の人材確保・キャリアアップ支援事業【後掲】 
127 百万円（105 百万円） 

                         〔委託事業者：都道府県、市町村、大学、幼稚園関係団体等〕 

質の高い幼児教育・保育の実践の根幹となる幼稚園教諭の人材確保及びキャリ

アアップに必要な取組を総合的かつ効果的に実施し、好事例の横展開を行う。 

 
 
○教育支援体制整備事業費交付金【後掲】〔補助率１／２等〕 

7,600 百万円（963 百万円） 

［6,584 百万円］ 
                                   〔補助事業者：都道府県〕 

新型コロナウイルス感染症対策をしっかりとりながら幼児を健やかに育む環境

を確保するため、幼稚園の ICT 環境整備に係る費用や感染症対策を実施するため

に必要となる保健衛生用品等の購入経費等を支援する。 

等 
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◆学校における感染症対策の充実 

16,858 百万円（36 百万円） 

［10,523 百万円］ 

 

感染症対応が長期化する中、新型コロナウイルス感染症に負けない学校づ

くりに向けて以下の事業を実施する。 

 

（１）感染症対策のための衛生環境整備支援事業 

7,762 百万円［8,572 百万円］ 

各学校において感染症対策を徹底する上で継続的に必要となる消毒液、

感染者対応等の際に必要となる保健衛生用品等の整備や校舎消毒作業等に

必要な経費を補助。 
・対象校種 国公私立の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等 
・補助率 公立・私立：１／２ 国立：１０／１０ 

 

 

（２）特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業 

                    5,279 百万円[1,951 百万円]  

特別支援学校のスクールバスにおける感染リスクの低減を図るため、学

校設置者が実施するスクールバスの増便等の取組を支援。 
① スクールバスに乗車する幼児児童生徒の少人数化を図る取組 

▸ 分散登校に伴うスクールバスの運行回数の増や、運行台数の増など 

② スクールバスに乗車する医療的ケアを必要とする幼児児童生徒の罹
患を防ぐための取組 
▸ 重症化リスクの高い医療的医ケア児等に対し、スクールバスの代わりとして

福祉タクシー等で通学を行う 

・対象校種 国公私立の特別支援学校 

・補助率 公立・私立：１／２ 国立：１０／１０ 

 

 

（３）学校における感染症対策専門家派遣事業 

1,394 百万円（新規） 

感染症対策の専門家（専門医、認定看護師等）を学校等へ派遣し、学校

施設の状況や教育活動の実態に即した具体的な実地指導・助言や教職員向

けの研修等、専門家の知見を柔軟に活用した感染症対策の取組を支援。 
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（４）児童生徒の健康管理・健康づくりの推進 

2,202 百万円（新規） 

児童生徒が自らの健康を適切に管理し、免疫力を向上させるために必要

な知識を身に付け、活用すること（健康リテラシー）ができるよう健康づく

りや感染症予防に関する優良な取組の収集・共有や研修による普及を図る。  

また、新型コロナウイルス感染症にも対応する学校等欠席者・感染症情

報システムについて各学校の統合型校務支援システムとの連携強化を図

り、学校等欠席者・感染症情報システムへの加入率を向上させ、より精度

の高い状況把握を実現する。 

 

 

（５）学校健康診断情報のＰＨＲへの活用に関する調査研究事業 

155 百万円（14 百万円） 

政府全体のＰＨＲ（Personal Health Record）推進という方針を踏まえ、

学校健康診断結果を感染症が疑われる際の正確・迅速な検査・診療に役立

てるためのシステム実現のための技術的課題等について調査研究を実施。 

 

 

（６）感染症拡大に伴う学校給食・食育の諸課題に関する調査研究等 

    66 百万円（22 百万円） 

   １．感染症拡大に伴う学校給食・食育の諸課題に関する調査研究 

長期間の臨時休業が発生した場合に備え、学校給食提供機能を活用し

た食に関する指導や食事支援に係る取組や、安定的な学校給食の実施に

向けた仕組みの構築等に係る取組について調査研究を行う。 

２．学校給食の現代的課題に関する調査研究 

新型コロナウイルスの特徴も踏まえた衛生管理の在り方を専門家会議

で検討するとともに、文部科学省の専門的職員や各都道府県指導主事等

による実地調査・指導を強化し、衛生管理の改善・充実を図る。 
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 ◆学校における働き方改革の推進 

 

○補習等のための指導員等派遣事業〔補助率１／３〕        

             25,373 百万円（6,242 百万円） 

［27,834 百万円］ 

 内訳 当初分    ： 7,457 百万円 

  コロナ対応分：17,916 百万円  
  

 多様な人材が学校の教育活動に参画する取組を支援 
  新型コロナウイルス感染症への対応のための大規模配置 

 

  （１）学力向上を目的とした学校教育活動支援 13,080 百万円（3,198 百万円） 

  ［24,036 百万円］ 

内訳 当初分      ： 3,198 百万円（8,000 人） 

    コロナ対応分  ： 9,882 百万円（24,000 人） 

 
 児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、教師に加
えて学校教育活動を支援する人材の配置を支援。 

令和２年度に引き続き新型コロナウイルス感染症対策として、３密を
避けるための環境づくりや習熟度に応じた学習の実施など、子供の学び
の保障を徹底的にサポートするために必要な人材配置を支援。 

（8,000 人→32,000 人） 
・想定人材：当該分野に知見のある人材（退職教職員や教師志望の大学生など） 
・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３ 

  《具体例》  
   ・補習や発展的な学習への対応 
   ・外国人児童生徒等の学力向上への取組 
   ・地域の教育資源を活用した学習活動の支援（総合的な学習の時間の学校外学習） 
   ・不登校・中途退学への対応、いじめへの対応 
   ・キャリア教育支援、就職支援 
   ・校長経験者による若手教員への授業指導 
   ・子供の体験活動の実施への支援  
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 （２）スクール・サポート・スタッフの配置     10,815 百万円（1,901 百万円） 
［3,798 百万円］ 

 内訳 当初分       ： 2,781 百万円 （6,300 人） 

 コロナ対応分 ： 8,034 百万円（18,200 人）  
 

     学習プリント等の準備や採点業務や来客・電話対応、新型コロナウイル
ス感染症対策の消毒作業等、教師を強力にサポート。教師がより児童生
徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教師が子供の学び
の保障に注力できるようスクール・サポート・スタッフの配置を支援。
（4,600 人→24,500 人） 

・想定人材：地域の人材（卒業生の保護者など） 
・実施主体：都道府県・指定都市 
・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３ 

      ※教師の負担軽減を図るための事業として実施。各自治体において明確な成果目標を設定し、

効果の検証を含めて実施するものに対し、補助を行う。 
 
 
 
 （３）中学校における部活動指導員の配置     1,478 百万円（1,142 百万円） 
     ・適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教

育委員会を対象に、部活動指導員※の配置を支援。 
                         (10,200 人→13,200 人) 
        ※ 学校教育法施行規則第 78 条の２に該当する部活動指導員 

   ・想定人材：指導する部活動に係る専門的な知識・技能を有する人材 
   ・実施主体：学校設置者(主に市町村) 
   ・負担割合：国１／３,都道府県１／３,市町村１／３ 
          (指定都市にあっては国１／３,指定都市２／３)  

※ スポーツ庁の運動部活動に係るガイドライン及び文化庁の文化部活動に係るガイド

ラインを遵守するとともに、教師の負担軽減の状況を適切に把握するなど、一定の要

件を満たす学校設置者に対して支援を行う。 
※ 支援に際しては、上記ガイドラインを遵守した上で、ガイドラインを上回る休養日の

設定を行うなど、学校の働き方改革の取組を推進している学校設置者へ優先的に配分

する。 
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  ○スクールカウンセラーの配置充実【後掲】〔補助率１／３〕 
5,344 百万円（4,866 百万円） 

                                       〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕 
・スクールカウンセラーの全公立小中学校への配置（27,500 校） 
・いじめ・不登校対策のための重点配置（1,500 校） 
・貧困対策のための重点配置（1,400 校） 
・虐待対策のための重点配置（1,200 校） 
・教育支援センターの機能強化（250 箇所） 
・スーパーバイザーの配置（114 人） 等 

 
   

○スクールソーシャルワーカーの配置充実【後掲】〔補助率１／３〕 
1,973 百万円（1,806 百万円） 

                                   〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕 
・スクールソーシャルワーカーの全中学校区への配置（10,000 中学校区） 

・いじめ・不登校対策のための重点配置（1,500 校） 
・貧困対策のための重点配置（1,400 校） 
・虐待対策のための重点配置（1,500 校） 
・教育支援センターの機能強化（250 箇所） 
・スーパーバイザーの配置（114 人） 等 

 
 

○看護師、外部専門家の配置【後掲】〔補助率１／３〕 

（切れ目ない支援体制整備充実事業 2,453 百万円の内数） 

                  〔補助事業者：都道府県、市区町村、学校法人〕 
      ・医療的ケアが必要な児童生徒のための看護師や特別支援教育の充実を図

るための外部専門家の配置（2,448 人→2,748 人） 

 
 
 
  ○学校における働き方改革推進事業        32 百万円(32 百万円) 
    教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況の調査実施・分

析・市町村別公表等や、これまでの業務改善の取組事例や全国から集めた
優良事例の展開を通じて、教育委員会や各学校における「働き方改革」の
自走サイクルを構築する。 

   ・教育委員会における学校の働き方改革のための取組状況調査・分析等 
   ・優良事例展開（働き方改革フォーラムの実施） 
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学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
を
引
き
続
き
進
め
る
た
め
教
職
員
定
数
+
2
,3
9
7
人
を
要
求
。

あ
わ
せ
て
、
令
和
の
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
と
し
て
の
「
新
し
い
時
代
の
学
び
の
環
境
」
に
お
け
る
少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
に
つ
い

て
、
予
算
編
成
過
程
で
検
討
す
る
（
事
項
要
求
）
。

新
しい
時
代
の
学
び
の
環
境
の
整
備
（
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
）

～
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
と少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
～

≪
≫
内
は
2
0
2
6
年
度
ま
で
の
改
善
予
定
数

○
教
員
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上

+
2
,0
0
0
人
（
加
配
定
数
）

◆
小
学
校
専
科
指
導
の
充
実

義
務
教
育
9
年
間
を
見
通
し
た
指
導
体
制
へ
の
支
援

+
2
,0
0
0
人

教
員
の
持
ち
コ
マ
数
の
軽
減
や
、
教
科
指
導
の
専
門
性
を
持
っ
た
教
員
に
よ
る
き
め
細
か

な
指
導
な
ど
、
小
学
校
の
専
科
指
導
に
積
極
的
に
取
り
組
む
学
校
を
支
援
。

（
※
）
令
和
2
年
度
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
、
指
導
方
法
工
夫
改
善
定
数
3
.3
万
人
に
つ
い
て
、

小
学
校
の
テ
ィ
ー
ム
・
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
6
,8
0
0
人
の
う
ち
算
数
で
の
活
用
が
見
込
ま
れ
る

4
割
を
除
く
残
り
4
,0
0
0
人
に
つ
い
て
は
、
学
校
の
働
き
方
改
革
の
観
点
か
ら
、
専
科
指

導
の
た
め
の
加
配
定
数
に
発
展
的
に
見
直
す
こ
と
と
し
た
。

(令
和
2
年
度
、
3
年
度
の
2
年
間
で
段
階
的
に
2
,0
0
0
人
ず
つ
実
施
)

○
教
育
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
基
礎
定
数
化
関
連

+
3
9
7
人
（
基
礎
定
数
）

（
H
2
9
.3
義
務
標
準
法
改
正
に
よ
る
基
礎
定
数
化
に
伴
う
定
数
の
増
減
）

◆
発
達
障
害
な
ど
の
障
害
の
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
通
級
指
導
の
充
実

+
5
0
6
人

◆
外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る
日
本
語
指
導
教
育
の
充
実

+
9
0
人

◆
初
任
者
研
修
体
制
の
充
実

+
1
1
人

※
基
礎
定
数
化
に
伴
う
定
数
減
等

▲
2
1
0
人

・
教
職
員
定
数
の
改
善

＋
4
4
億
円
（
＋
2
,0
0
0
人
）
・
基
礎
定
数
化
に
伴
う
定
数
増
＋
9
億
円
（
＋

3
9
7
人
）

・
教
職
員
定
数
の
自
然
減

▲
2
2
億
円
（
▲
9
9
5
人
）
・
教
職
員
配
置
の
見
直
し

▲
4
4
億
円
（
▲
2
,0
0
0
人
）

計
対
前
年
度
▲
1
3
億
円
＋
事
項
要
求

・
教
職
員
の
若
返
り
等
に
よ
る
給
与
減
▲
１
億
円

・
教
員
給
与
の
見
直
し

＋
1
億
円

管
理
職
手
当
の
改
善
（
校
長
、
副
校
長
・
教
頭
の
支
給
率
改
善
）

給
与
関
係

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
等

計
＋
2
,3
9
7
人

(参
考
)被
災
し
た
児
童
生
徒
に
対
す
る
心
の
ケ
ア
や
学
習
支
援
の
た
め
、
教
職
員
定
数
【
6
6
9
人
】

を
別
途
要
求
(1
5
億
円
)【
復
興
特
別
会
計
】

少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備

事
項
要
求

○
少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備

こ
れ
ま
で
の
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
応
を
踏
ま
え
、
子
供
た

ち
の
学
び
を
保
障
す
る
と
と
も
に
、
「
G
IG
A
ス
ク
ー
ル
構
想
」
の
も
と
個

別
最
適
な
学
び
を
実
現
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
１
人
１
台
端
末
の
下

で
の
効
果
的
な
IC
T
の
活
用
や
身
体
的
距
離
の
確
保
な
ど
、
新
し
い
時
代

の
学
び
を
支
え
る
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

そ
の
た
め
、
学
級
編
制
の
標
準
の
引
下
げ
を
含
め
、
少
人
数
に
よ
る
き

め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
に
つ
い
て
、
経
済
財
政
運
営
と
改

革
の
基
本
方
針
2
0
2
0
を
踏
ま
え
、
予
算
編
成
過
程
に
お
い
て
検
討
す
る
こ

と
と
す
る
。

（
参
考
）
経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針
2
0
2
0
（
抄
）
(R
2
.7
.1
7
)

第
３
章
「
新
た
な
日
常
」
の
実
現

３
．
「
人
」
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
へ
の
投
資
の
強
化

―
「
新
た
な
日
常
」
を
支
え
る
生
産
性
向
上

（
１
）
課
題
設
定
・
解
決
力
や
創
造
力
の
あ
る
人
材
の
育
成

①
初
等
中
等
教
育
改
革
等

学
校
の
臨
時
休
業
等
の
緊
急
時
に
お
い
て
も
、
安
全
・
安
心
な
教
育
環
境
を
確

保
し
つ
つ
、
全
て
の
子
供
た
ち
の
学
び
を
保
障
す
る
た
め
、
少
人
数
に
よ
る
き
め

細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
や
Ｉ
Ｃ
Ｔ
の
活
用
な
ど
、
新
し
い
時
代
の
学

び
の
環
境
の
整
備
に
つ
い
て
関
係
者
間
で
丁
寧
に
検
討
す
る
。

令
和

3年
度

要
求

・要
望

額
1兆

5,
20

8 
億

円
＋

事
項

要
求

(前
年

度
予

算
額

1兆
5,

22
1億

円
、補

正
予

算
額

40
億

円
)
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額

53
億
円

（
前
年
度
補
正
予
算
額

10
5億
円
）

国
・
公
・
私
立
の
小
・
中
・
高
校
・
特
支
等

対
象
校
種

Ｉ
Ｃ
Ｔ
関
係
企
業
Ｏ
Ｂ
な
どＩ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
等
の
知
見
を
有
す
る
者

想
定
人
材

国
立
：
国
立
大
学
法
人

公
立
、
私
立
：
都
道
府
県
、
政
令
市
、
そ
の
他
市
区
町
村
等
、
学
校
法
人

実
施
主
体

国
立
：
定
額

公
立
、
私
立
：
１
/２

補
助
割
合

補
助
対
象

経
費

G
IG
Aス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
配
置
促
進
事
業

災
害
や
感
染
症
の
発
生
等
に
よ
る
学
校
の
臨
時
休
業
等
の
緊
急
時
に
お
い
て
も
、
IC
T
の
活
用
に
よ
り
全
て
の
子
供
た
ち
の
学
び
を
保
障

で
き
る
環
境
を
早
急
に
実
現
す
る
た
め
、
「
1
人
1
台
端
末
」
の
早
期
実
現
や
家
庭
で
も
繋
が
る
通
信
環
境
の
整
備
な
ど
、
「
G
IG
A
ス
ク
ー

ル
構
想
」
を
加
速
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
が
、
学
校
の
人
的
体
制
は
不
十
分
で
あ
る
。

こ
の
た
め
、
急
速
な
学
校
IC
T
化
を
進
め
る
自
治
体
等
を
支
援
す
る
た
め
、
学
校
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
の
設
計
や
使
用
マ
ニ
ュ
ア

ル
（
ル
ー
ル
）
の
作
成
の
ほ
か
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
よ
る
臨
時
休
業
期
間
に
お
け
る
、
オ
ン
ラ
イ
ン
に
よ
る
家
庭
学
習
の
実

施
に
関
す
る
支
援
等
を
行
う
IC
T
技
術
者
の
学
校
へ
の
配
置
経
費
を
支
援
す
る
。

G
IG
A
ス
ク
ー
ル

サ
ポ
ー
タ
ー

（
４
校
に
１
人
）

IC
T
支
援
員

（
４
校
に
1
人
の
地
財
措

置
）

授
業
支
援
、
日
常
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
等

外
部
人
材
の
活
用

専
門
性
を
活
か
し
た
運
用
支
援
等

IC
T
環
境
整
備
の
設
計

使
用
方
法
周
知

工
事
や
納
品
対
応

使
用
マ
ニ
ュ
ア
ル

（
ル
ー
ル
）
の
作
成

（
G
IG
A
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
業
務
例
）

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
時
の

シ
ス
テ
ム
サ
ポ
ー
ト

人
件
費
、
旅
費
、
消
耗
品
費
、
雑
役
務
費
（
委
託
事
業
費
）
等
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
4億
円

（
前
年
度
予
算
額

３
億
円
）

Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
ク
ー
ル
に
お
け
る
学
び
の
充
実

•
「
G
IG
A
ス
ク
ー
ル
構
想
の
実
現
」
を
踏
ま
え
、
そ
の
着
実
な
実
施
に
向
け
て
自
治
体
・
学
校
へ
の
支
援
を
充
実
す
る
と
と
も
に
、
児
童
生
徒
１
人
１
台
端
末
の

環
境
に
お
け
る
IC
T
の
効
果
的
な
活
用
を
一
層
促
進
す
る
必
要
が
あ
る
。

•
新
学
習
指
導
要
領
に
お
い
て
、
「
情
報
活
用
能
力
」
が
全
て
の
学
習
の
基
盤
と
な
る
資
質
・
能
力
と
し
て
位
置
付
け
ら
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
の
育
成
の
た
め
、

教
師
の
IC
T
活
用
指
導
力
の
向
上
や
情
報
教
育
の
充
実
を
図
る
必
要
が
あ
る
。

•
学
校
の
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
の
加
速
と
そ
の
効
果
的
な
活
用
を
一
層
促
進
す
る
た
め
有
識
者
等
に
お
け
る
助
言
・
支
援
を
実
施

①
学
校
に
お
け
る
IC
T
環
境
整
備
に
関
す
る
内
容

②
IC
T
活
用
指
導
力
向
上
や
IC
T
を
効
果
的
に
活
用
し
た
指
導
の
実
施
に
関
す
る
内
容

•
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
効
果
的
に
活
用
す
る
た
め
の
指
導
事
例
等
の
オ
ン
ラ
イ
ン
教
員
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

「
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
」
等
に
よ
る
整
備
・
活
用
推
進

•
情
報
活
用
能
力
を
定
期
的
に
測
定
す
る
た
め
、
小
・
中
・
高
等
学
校
等
に

お
け
る
児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
調
査
を
全
国
規
模
で
実
施

①
予
備
調
査
の
結
果
分
析

②
全
国
の
小
・
中
・
高
等
学
校
等
の
抽
出
校
に
お
け
る
本
調
査

国
公
私
立
の
高
等
学
校

学
校
設
置
者

（
小
・
中
・
高
等
学
校
等
）

対
象
校
種

国
公
私
立
の
高
等
学
校

人
件
費
・
諸
謝
金
等
必
要
な
経
費

委
託
対
象
経
費

委
託
先

•
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
S
N
S
の
急
速
な
普
及
や
「
G
IG
A
ス
ク
ー
ル
構
想
の

実
現
」
を
踏
ま
え
、
以
下
を
実
施

①
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
推
進
に
係
る
e
-l
e
a
rn
in
g
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
作
成

②
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・
周
知

③
情
報
モ
ラ
ル
教
育
指
導
者
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

④
学
校
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
機
器
利
用
に
お
け
る
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査

期
待
さ
れ
る
成
果

全
国
の
自
治
体
・学
校
に
け
る
GI
GA
ス
クー
ル
構
想
の
着
実
な
実
施

新
学
習
指
導
要
領
及
び
児
童
生
徒
１
人
１
台
端
末
の
環
境
を
踏
ま
え
た
教
員
の
IC
T活
用
指
導
力
の
向
上
及
び
IC
Tを
効
果
的
に
活
用
し

た
指
導
の
実
施

児
童
・生
徒
の
情
報
活
用
能
力
（
情
報
モラ
ル
を含
む
）
の
把
握
及
び
育
成
、教
育
の
情
報
化
の
EB
PM
の
推
進

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
把
握
に
関
す
る
調
査
研
究

情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

国
公
私
立
の
高
等
学
校

委
託
対
象
経
費

委
託
先

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象
校
種

国
・
公
・
私
立
の

小
・
中
・
高
等
学
校
等

（
小
５
、
中
２
、
高
２
の
児
童
生
徒
）

人
件
費
・
諸
謝
金
等
必
要
な
経
費

国
公
私
立
の
高
等
学
校

人
件
費
・
諸
謝
金
等
必
要
な
経
費

委
託
対
象
経
費

委
託
先

国
公
私
立
の
高
等
学
校

学
校
設
置
者

（
小
・
中
・
高
等
学
校
等
）

対
象
校
種

民
間
企
業
等

民
間
企
業
等

民
間
企
業
等

13



オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
シ
ス
テ
ム
（
CB
Tシ
ス
テ
ム
）
の
全
国
展
開
、先
端
技
術
・教
育
デ
ー
タ
の
利
活
用
推
進

令
和

３
年

度
概

算
要

求
・要

望
額

36
 億

円
（

前
年

度
当

初
予

算
額

2億
円

、補
正

予
算

額
1億

円
）

•
災

害
や

感
染

症
等

に
よ

る
学

校
の

臨
時

休
業

な
どの

緊
急

時
に

お
け

る
「学

び
の

保
障

」
の

観
点

か
ら、

パ
ソ

コン
や

タブ
レッ

トを
用

い
て

学
校

・家
庭

に
お

い
て

学
習

や
ア

セ
ス

メン
トが

で
き

る
シ

ス
テ

ム
を全

国
の

小
中

高
等

学
校

の
児

童
生

徒
が

活
用

で
きる

よう
に

す
る

。
•

誰
一

人
取

り残
す

こと
の

な
い

、個
別

最
適

な
学

び
に

向
け

、「
GI

GA
ス

クー
ル

構
想

」
に

よる
「１

人
１

台
端

末
」

を踏
ま

え
た

上
で

、教
育

デ
ー

タを
効

果
的

に
利

活
用

す
る

た
め

の
具

体
的

な
シ

ス
テ

ム
開

発
や

実
証

等
を行

う。
（

国
立

教
育

政
策

研
究

所
に

創
設

予
定

の
「教

育
デ

ー
タサ

イエ
ンス

セ
ンタ

ー
」

も
活

用
）

趣 旨

•
【オ

ンラ
イン

学
習

シ
ス

テ
ム

の
全

国
展

開
】

令
和

２
年

度
に

小
中

高
20

0校
規

模
の

プロ
トタ

イプ
を開

発
す

る
オ

ン
ライ

ン学
習

シ
ス

テ
ム

（
CB

Tシ
ス

テ
ム

）
を

、全
国

の
小

中
高

等
学

校
で

活
用

で
き

る
よう

に
シ

ス
テ

ム
の

機
能

の
改

善
・拡

充
（

サ
ー

バ
ー

の
全

国
対

応
等

）
、学

習
履

歴
の

分
析

・フ
ィー

ドバ
ック

等
を行

う。
→

 希
望

す
る

自
治

体
が

学
力

調
査

をC
BT

で
実

施
す

る
場

合
に

活
用

で
き、

１
人

１
台

時
代

の
より

充
実

した
アセ

ス
メン

トが
可

能
に

な
る

。
•

【先
端

技
術

・教
育

デ
ー

タの
利

活
用

推
進

】
先

端
技

術
や

教
育

デ
ー

タを
効

果
的

に
活

用
して

、文
科

省
・自

治
体

・学
校

間
の

デ
ー

タ伝
達

を
円

滑
・迅

速
化

等
の

課
題

を
解

決
す

る
シ

ス
テ

ム
の

開
発

等
を行

う。

概 要

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
シ
ス
テ
ム

（
Ｃ
Ｂ
Ｔ
シ
ス
テ
ム
）

学
習

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク

教
育

活
動

の
実

践
家

庭
学

習
の

サ
ポ

ー
ト

学
習

状
況

の
把

握

問
題

バ
ン

ク

定
期

テ
ス

ト
等

の
作

成

文
部
科
学
省

国
立
教
育
政
策
研
究
所

教
育
委
員
会

児
童
生
徒

保
護
者

教
師

シ
ス

テ
ム

の
イ

メ
ー

ジ
シ

ス
テ

ム
の

イ
メ

ー
ジ

様
々
な
学
習
コ
ン
テ
ン
ツ

・
デ

ジ
タ

ル
教

科
書

・
教

材
・

ド
リ

ル
教

材
・

動
画

コ
ン

テ
ン

ツ

進
捗

状
況

報
告

指
導

の
改

善
点

の
把

握

学
習
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

（
学

習
ｅ
ポ

ー
タ

ル
）

・
個

人
ご

と
の

学
習

の
窓

口
機

能

問
題

の
デ

ジ
タ

ル
化

C
B

T
に

よ
る

学
力

調
査

等
の

実
施

C
B

T
の

特
性

を
い

か
し

た
問

題
な

ど
の

デ
ジ

タ
ル

化

対
象
校
種

委
託
先

箇
所
数

期
間

委
託
対
象

経
費

小
学

校
、中

学
校

、高
等

学
校

等

オ
ンラ

イン
学

習
シ

ス
テ

ム
：

全
国

展
開

先
端

技
術

・教
育

デ
ー

タ利
活

用
推

進
：

10
箇

所

オ
ンラ

イン
学

習
シ

ス
テ

ム
：

民
間

事
業

者
等

先
端

技
術

・教
育

デ
ー

タ利
活

用
推

進
：

教
育

委
員

会
・学

校
、研

究
機

関
等

※
C

B
T
 ：

C
o
m

pu
te

r 
B

as
e
d 

T
e
st

in
g 

オ
ンラ

イン
学

習
シ

ス
テ

ム
：

機
能

の
改

善
・充

実
（

サ
ー

バ
ー

の
強

化
等

）
先

端
技

術
・教

育
デ

ー
タ利

活
用

推
進

：
実

証
・開

発
等

に
係

る
経

費
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学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
普
及
促
進
事
業

・Ｇ
Ｉ
Ｇ
Ａ
ス
クー
ル
構
想
に
よ
り、
１
人
１
台
端
末
環
境
が
早
期
に
実
現
す
る
見
通
し。

・学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
は
、学
校
現
場
に
お
い
て
導
入
が
進
ん
で
い
な
い
。（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
や
有
償
で
の
購
入
等
が
課
題
で
あ
る
た
め
）

・新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
へ
の
対
応
の
観
点
か
ら、
学
校
教
育
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
や
家
庭
へ
の
端
末
の
持
ち
帰
りを
より
積
極
的
に
進
め
る
中
で
、

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
した
学
び
の
出
発
点
とし
て
、学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
は
必
須
。

・骨
太
の
方
針
や
成
長
戦
略
に
お
い
て
、「
デ
ジ
タル
教
科
書
・教
材
の
整
備
・活
用
の
促
進
」や
現
行
制
度
の
在
り方
の
見
直
しを
求
め
られ
て
い
る
。

事
業
内
容

児
童
生
徒
の
学
び
の
充
実
や
障
害
等
に
よ
る
学
習
上
の
困
難
の
低
減
に
資
す
る
よ
う、

学
校
現
場
に
お
け
る
デ
ジ
タル
教
科
書
の
導
入
を
促
進

①
学
び
の
保
障
・充
実
の
た
め
の
学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書

実
証
事
業

5,
04
5百
万
円
（
新
規
）

・１
人
１
台
端
末
の
環
境
等
が
整
って
い
る
小
・中
学
校
等
を
対
象
とし
て
、

デ
ジ
タル
教
科
書
（
付
属
教
材
を
含
む
）
を
提
供
し普
及
促
進
を
図
る
。

・宿
題
な
ど学
校
の
授
業
以
外
の
場
で
も
活
用
で
き
る
よ
う、

パ
ブ
リッ
クク
ラウ
ドを
使
用
した
供
給
方
式
とす
る
。

・大
規
模
な
提
供
に
当
た
って
生
じる
課
題
等
に
つ
い
て
報
告
を
求
め
る
。

②
委
託

契
約

①
希
望

調
査

都
道
府
県

文
部
科
学
省

小
中
学
校

設
置
者

③
提
供

教
科
書

発
行
者

②
学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
ク
ラ
ウ
ド
配
信
に
関
す
る

フィ
ー
ジ
ビ
リテ
ィ検
証

11
6百
万
円
（
新
規
）

・実
証
研
究
校
で
の
詳
細
な
調
査
に
よ
る
デ
ジ
タル
教
科
書
の
使
用
に
よ
る
効
果
・

影
響
の
検
証
を
実
施
。

・教
員
の
授
業
実
践
に
資
す
る
よ
う事
例
集
や
研
修
動
画
を
製
作
。

・①
の
事
業
と連
携
し
て
全
国
で
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
。初
め
て
使
用
す
る

ケ
ー
ス
を
含
む
多
数
の
デ
ー
タを
基
に
、効
果
検
証
や
傾
向
・課
題
等
の
分
析
を

行
う。

（
ス
キ
ー
ム
）
民
間
企
業
等
に
業
務
委
託

③
学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
効
果
・影
響
等
に
関
す
る

実
証
研
究

65
百
万
円
（
20
百
万
円
）

・多
教
科
の
デ
ジ
タル
教
科
書
を
多
数
の
児
童
生
徒
が
同
時
に
利
用
す
る
際
の

円
滑
な
導
入
・使
用
を
担
保
し、
ネ
ット
ワ
ー
ク環
境
等
の
改
善
を
促
す
た
め
、

デ
ジ
タル
教
科
書
の
クラ
ウド
配
信
に
関
す
る
フィ
ー
ジ
ビリ
テ
ィ検
証
を
実
施
。

・複
数
の
モ
デ
ル
地
域
に
お
け
る
比
較
検
証
を
通
し
て
デ
ジ
タル
教
科
書
の
クラ
ウ
ド

配
信
を
進
め
る
際
の
コス
ト削
減
や
望
まし
い
シ
ス
テ
ム
の
在
り方
の
検
討
を行
う。

（
ス
キ
ー
ム
）
民
間
企
業
等
に
業
務
委
託

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額

52
億
円

(前
年
度
予
算
額

0.
2億
円
)

国
・公
・私
立
の
小
学
校
５
・６
年
生
、中
学
校
全
学
年
、

義
務
教
育
学
校
、中
等
教
育
学
校
（
前
期
課
程
の
み
）
及
び

特
別
支
援
学
校
（
小
学
部
・中
学
部
）
の
相
当
す
る
学
年

対
象

校
種
・

学
年

小
学
校
５
・６
年
生
の
１
教
科
、中
学
校
全
学
年
の
２
教
科
分
の

学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
（
付
属
教
材
を含
む
）
経
費
全
額

対
象
の

経
費

背
景 ・ 課
題

④
報
告

（
ス
キ
ー
ム
）
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

11
億

円
（

新
規

）

対
象
校
種

都
道

府
県

の
SI

NE
Tノ

ー
ド（

30
拠

点
）

整
備

個
所
数

国
公

私
立

の
初

等
中

等
教

育
機

関

新
時
代
の
学
び
の
基
盤
とな
る
通
信
環
境
整
備

趣
旨

「新
時

代
の

学
び

を支
え

る
先

端
技

術
活

用
推

進
方

策
（

令
和

元
年

６
月

）
」に

お
い

て
、2

02
2年

度
か

らS
IN

ET
の

初
等

中
等

教
育

へ
の

開
放

が
示

され
て

い
る

こと
を踏

まえ
、希

望
す

る
学

校
が

SI
NE

Tを
活

用
で

きる
よ

う、
次

期
SI

NE
Tの

都
道

府
県

の
ノー

ドに
初

等
中

等
教

育
段

階
向

け
の

設
備

を整
備

す
る

な
どの

準
備

を
行

うこ
とで

、新
時

代
の

学
び

の
基

盤
とな

る
学

校
外

の
ネ

ット
ワ

ー
クを

強
化

し、
GI

GA
ス

クー
ル

構
想

に
お

け
る

IC
T環

境
整

備
とあ

わ
せ

て
So

ci
et

y 
5.

0時
代

に
ふ

さわ
しい

学
校

の
IC

T利
活

用
を推

進
す

る
。

次
期
SI
N
ET
の
ネ
ット
ワ
ー
ク

R3
年

度
は

NI
I（

国
立

情
報

学
研

究
所

）
の

情
報

通
信

ネ
ット

ワー
ク構

築
費

とし
て

、
次

期
SI

NE
Tの

都
道

府
県

の
ノー

ドに
初

等
中

等
教

育
機

関
向

け
の

設
備

（
SI

NE
Tル

ー
タポ

ー
トや

ラッ
ク）

を整
備

初
期

構
築

費
：

9.
8億

円
初

期
運

用
費

：
1.

6億
円

必
要
経
費

※
SI

NE
Tノ

ー
ドま

で
の

回
線

や
デ

ー
タセ

ン
ター

の
ラッ

クス
ペ

ー
ス

等
の

機
器

に
か

か
る

費
用

は
接

続
を希

望
す

る
自

治
体

側
で

負
担

附
属

小
学

校

Ａ
県

立
Ｅ

高
校

＜
SI
N
ET
の
特
長
＞

超
高

速
（

10
～

10
0G

bp
s）

な
イン

ター
ネ

ット
接

続
SI

NE
Tに

直
結

した
クラ

ウド
サ

ー
ビス

をイ
ンタ

ー
ネ

ット
を経

由
せ

ず
に

利
用

可
能

障
害

に
強

い
高

信
頼

な
ネ

ット
ワー

ク

高
速
大
容
量
の
イ
ン
タ
ー
ネ
ット
接
続
と安
定
的
通

信
を
通
じて
、よ
り円
滑
に
IC
Tを
利
活
用
し、

遠
隔
学
習
や
動
画
視
聴
等
の
新
た
な
学
び
を
実
現

大
学

大
学研
究

所

Ｂ
市

立
Ｄ

小
学

校
Ｂ

市
立

Ｃ
中

学
校

Ａ
県

立
Ｆ

高
校

SI
NE

Tノ
ー

ド
（

接
続

拠
点

）

研
究

所

初
等
中
等
教
育
向
け
の
設
備
を
追
加
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額

81
億
円

（
前
年
度
当
初
予
算
額
14
億
円
、補
正
予
算
額
66
億
円
）

幼
稚
園

認
定
こど
も
園

対
象

校
種

実
施

主
体

補
助

割
合
等

人
件
費
、諸
謝
金
、購
入
費
、研
修
参
加
費
等

対
象

経
費

①
補
助
率
：
国
1/
2

②
、④

委
託
事
業

③
補
助
率
：
国
1/
2、
3/
4、
10
/1
0

子
供
の
育
ち
を
守
る
幼
児
教
育
の
推
進

新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
対
策
を
は
じめ
とし
た
新
規
課
題
に
的
確
に
対
応
しつ
つ
、質
の
高
い
幼
児
教
育
の
提
供
と教
育
環

境
の
一
層
の
充
実
を
通
じて
幼
児
を
健
や
か
に
育
む
よ
う、
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
充
実
・活
用
強
化
や
、幼
稚
園
教
諭
の
確
保
・

キ
ャリ
ア
ア
ップ
の
促
進
、幼
稚
園
の
IC
T環
境
整
備
、感
染
症
対
策
を
実
施
す
る
た
め
に
必
要
とな
る
支
援
等
を
実
施
す
る
。

①
、③

都
道
府
県
、市
町
村

②
、④

上
記
に
加
え
、大
学
、幼
稚
園
関
係
団
体
等

①
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
充
実
・活
用
強
化
事
業

3億
円
（
2億
円
）

保
健
・福
祉
等
の
専
門
職
との
連
携
をは
じめ
、多
様
な
課
題
に
対
応
す
る
自
治
体
の
幼
児
教
育
推
進
体
制
の
構
築
、活
用
強
化
を支
援

②
幼
稚
園
教
諭
の
人
材
確
保
・キ
ャリ
ア
ア
ップ
支
援
事
業

1.
3億
円
（
1億
円
）

質
の
高
い
幼
児
教
育
・保
育
の
実
践
の
根
幹
とな
る
幼
稚
園
教
諭
の
人
材
確
保
・キ
ャリ
アア
ップ
の
取
組
を
推
進

③
教
育
支
援
体
制
整
備
事
業
費
交
付
金

76
億
円
（
10
億
円
）

幼
稚
園
の
IC
T環
境
整
備
や
感
染
症
対
策
を実
施
す
る
た
め
に
必
要
とな
る
物
品
等
の
購
入
経
費
等
を
支
援

④
幼
児
教
育
の
教
育
課
題
に
対
応
した
指
導
方
法
等
充
実
調
査
研
究

0.
6億
円
（
0.
6億
円
）

感
染
症
へ
の
対
応
、障
害
の
あ
る
幼
児
や
外
国
人
の
幼
児
へ
の
対
応
な
どの
課
題
に
対
応
した
指
導
方
法
等
の
充
実
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学
校

に
お

け
る

感
染

症
対

策
の

充
実

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額
16
9億
円

(前
年
度
当
初
予
算
額
0.
4億
円
、補
正
予
算
額
10
5億
円
)

学
校
で
は
基
本
的
な
感
染
症
対
策
と学
び
の
保
障
に
取
り組
ん
で
い
る
が
、感
染
症
対
応
が
長
期
化
す
る
中
で
、実
際
行
って
い
る
個
々
の
感
染
症
対
策
が
地
域
の
感
染
状
況
や
最
新
の
知
見

等
に
照
らし
て
適
切
か
どう
か
に
つ
い
て
判
断
で
きる
専
門
家
が
い
な
い
、リ
ア
ル
タイ
ム
に
情
報
を得
る
こと
が
困
難
、消
毒
液
等
の
保
健
衛
生
用
品
が
継
続
的
に
必
要
な
どの
課
題
が
生
じて
い
る
。

新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
に
負
け
な
い
学
校
づ
くり
に
向
け
て
、国
とし
て
も
、引
き
続
き
、保
健
衛
生
用
品
等
の
物
的
支
援
を
行
うと
とも
に
、新
た
に
、知
識
啓
発
・取
組
面
で
の
支
援
や
情
報

面
で
の
支
援
を
行
う必
要
が
あ
る
。

3 
学

校
に

お
け

る
感

染
症

対
策

専
門

家
派

遣
事

業
1,

39
4百

万
円

感
染
症
対
策
専
門
家
を
学
校
等
に
派
遣
し、
教
職
員
向
け
の
感
染
症
対
策
等
に
関
す
る
実
地
の

指
導
の
ほ
か
、児
童
生
徒
向
け
の
授
業
や
地
域
の
学
校
関
係
者
向
け
の
講
習
会
な
ど、
専
門
家
の

知
見
を
柔
軟
に
活
用
した
感
染
症
対
策
の
取
組
を
支
援

【委
託
先
：
1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

対
象
校
種
国
公
私
立
の
小
学
校
、中
学
校
、高
等
学
校
、特
別
支
援
学
校
等

民
間
事
業
者

専
門
家

都
道
府
県

文
部
科
学
省

市
町
村

各
学
校

①
業
務
委
託

②
派
遣
要
請

③
調
整

④
派
遣
・助
言

（
想
定
され
る
専
門
家
）

・専
門
医
（
感
染
症
）

・専
門
看
護
師
（
感
染
症
看
護
）

・認
定
看
護
師
（
感
染
管
理
）

・認
定
薬
剤
師
（
感
染
制
御
）

・そ
の
他
医
師
や
研
究
者
等

4 
児

童
生

徒
の

健
康

管
理

・健
康

づ
くり

の
推

進
2,

20
2百

万
円

児
童
生
徒
が
自
らの
健
康
を
適
切
に
管
理
し、
免
疫
力
を
向
上
させ
る
た
め
に
必
要
な
知
識
を
身
に

付
け
、活
用
す
る
こと
（
健
康
リテ
ラシ
ー
）
が
で
き
る
よ
う健
康
づ
くり
や
感
染
症
予
防
に
関
す
る
優

良
な
取
組
の
収
集
・共
有
や
研
修
に
よ
る
普
及
を
図
る

※
日
本
学
校
保
健
会
補
助
（
補
助
率
：
定
額
）
の
内
数

学
校
等
欠
席
者
・感
染
症
情
報
シ
ス
テ
ム
の
充
実

【委
託
先
：
８
団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

•
新
型
コロ
ナ
ウ
イル
ス
感
染
症
に
も
対
応
す
る
学
校
等
欠
席
者
・感
染
症
情
報
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て

各
学
校
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
との
連
携
強
化
を
図
り、
学
校
等
欠
席
者
・感
染
症
情

報
シ
ス
テ
ム
へ
の
加
入
率
を
向
上
させ
、よ
り精
度
の
高
い
状
況
把
握
を
実
現

※
平
成
25
年
よ
り日
本
学
校
保
健
会
が
運
営

※
全
国
の
学
校
で
本
シ
ス
テ
ム
を活
用
（
小
学
校
の
約
66
％
、中
学
校
の
約
60
％
令
和
２
年
５
月
現
在
）

概
要

1 
感

染
症

対
策

の
た

め
の

衛
生

環
境

整
備

支
援

事
業

7,
76

2百
万

円

各
学
校
に
お
い
て
感
染
症
対
策
を
徹
底
す
る
上
で
継
続
的
に
必
要
とな
る
清
拭
用
消
毒
液
や
手
指

用
消
毒
液
、感
染
者
対
応
等
の
際
に
必
要
とな
る
保
健
衛
生
用
品
等
の
整
備
や
校
舎
消
毒
作
業

等
に
必
要
な
経
費
を
補
助

対
象
校
種
国
公
私
立
の
小
学
校
、中
学
校
、高
等
学
校
、特
別
支
援
学
校
等

補
助
率
公
立
・私
立
：
1/
2
国
立
：
10
/1
0

2
特

別
支

援
学

校
ス

ク
ー

ル
バ

ス
感

染
症

対
策

支
援

事
業

5,
27

9百
万

円

特
別
支
援
学
校
の
ス
クー
ル
バ
ス
に
お
け
る
感
染
リス
クの
低
減
を
図
る
た
め
、学
校
設
置
者
が
実
施

す
る
ス
クー
ル
バ
ス
の
増
便
等
の
取
組
を
支
援

（
事
業
内
容
）
①
ス
クー
ル
バ
ス
に
乗
車
す
る
幼
児
児
童
生
徒
の
少
人
数
化
を
図
る
取
組

②
スク
ー
ル
バ
スに
乗
車
す
る医
療
的
ケ
アを
必
要
とす
る幼
児
児
童
生
徒
の
罹
患
を防
ぐ取
組

対
象
校
種
国
公
私
立
の
特
別
支
援
学
校

補
助
率
公
立
・私
立
：
1/
2
国
立
：
10
/1
0

［
令
和
２
年
度
補
正
予
算
額
8,
57
2百
万
円
］

［
令
和
２
年
度
補
正
予
算
額
1,
95
1百
万
円
］

6 
感

染
症

拡
大

に
伴

う学
校

給
食

・食
育

の
諸

課
題

に
関

す
る調

査
研

究
等

66
百

万
円

臨
時
の
長
期
休
業
に
伴
う課
題
へ
の
対
応
とし
て
調
査
研
究
を
実
施

【委
託
先
：
2団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

•
放
課
後
児
童
クラ
ブ
等
関
係
機
関
との
連
携
の
在
り方
、学
校
給
食
事
業
者
と学
校
設
置
者
と

の
キ
ャン
セ
ル
料
等
の
契
約
関
係
等

学
校
給
食
に
お
け
る
衛
生
管
理
の
調
査
・徹
底
指
導
等

•
新
型
コロ
ナウ
イル
スの
特
徴
も踏
まえ
た衛
生
管
理
の
在
り方
に関
す
る

調
査
・指
導
の
徹
底
等
を図
る

（
前
年
度
予
算
額
22
百
万
円
）

5 
学

校
健

康
診

断
情

報
の

PH
Rへ

の
活

用
に

関
す

る
調

査
研

究
事

業
15

5百
万

円

政
府
全
体
の
PH
R（
Pe
rs
on
al
He
al
th
Re
co
rd
）
推
進
とい
う方
針
を
踏
ま
え
、学
校
健
康

診
断
結
果
を
感
染
症
が
疑
わ
れ
る
際
の
正
確
・迅
速
な
検
査
・診
療
に
役
立
て
る
た
め
の
シ
ス
テ
ム

実
現
の
た
め
の
技
術
的
課
題
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を
実
施

【委
託
先
：
1団
体
（
民
間
団
体
等
）
】

マ
イナ
ポ
ー
タル
等
を
通
じて
児
童
生
徒
等
の
既
往
歴
や
現
在
の
健
康
状
態
を

い
つ
で
も
どこ
で
も
本
人
や
家
族
が
確
認
す
る
こと
が
で
き
る
こと
等
に
よ
りそ
れ
を

用
い
た
医
療
者
との
正
確
な
コミ
ュニ
ケ
ー
シ
ョン
が
可
能
とな
る

（
前
年
度
予
算
額
14
百
万
円
）
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教
師
と
多
様
な
人
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
の
充
実
と
働
き
方
改
革
を
実
現

多
様
な
外
部
人
材
が
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

児
童

生
徒

の
学

習
サ

ポ
ー

ト
•T

T 
指

導
(t

ea
m

-t
ea

ch
in

g)
や

習
熟

度
別

学
習

、放
課

後
の

補
習

な
ど発

展
的

な
学

習
へ

の
対

応
•外

国
人

児
童

生
徒

等
の

学
力

向
上

へ
の

取
組

教
師

の
指

導
力

向
上

等
•校

長
経

験
者

に
よ

る
若

手
教

員
へ

の
授

業
指

導
•子

供
の

体
験

活
動

の
実

施
へ

の
支

援

中
学

校
に

お
け

る
部

活
動

指
導

員
の

配
置

補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業

児
童

生
徒

一
人

一
人

に
あ

った
きめ

細
か

な
対

応
を実

現
し、

また
、新

型
コロ

ナ
ウイ

ル
ス

感
染

症
の

対
応

の
た

め
に

、教
師

や
学

校
教

育
活

動
を支

援
す

る
人

材
の

配
置

を支
援

事
業

内
容

退
職

教
員

、教
師

志
望

の
学

生
をは

じめ
とす

る
大

学
生

、学
習

塾
講

師
NP

O
等

教
育

関
係

者
、地

域
の

方
々

な
ど幅

広
い

人
材

都
道

府
県

・指
定

都
市

国
1/

3
都

道
府

県
・指

定
都

市
2/

3

要
求
額

：
13

1億
円

(+
99

億
円

) 
（

通
常

分
32

億
円

、コ
ロナ

影
響

分
99

億
円

）
人

数
：

32
,0

00
人

（
+

24
,0

00
人

）
教

師
の

負
担

軽
減

を図
り、

教
師

が
より

児
童

生
徒

へ
の

指
導

や
教

材
研

究
等

に
注

力
で

きる
よう

、
学

習
プリ

ント
等

の
準

備
や

採
点

業
務

、来
客

・電
話

対
応

、新
型

コロ
ナ

ウイ
ル

ス
感

染
症

対
策

の
消

毒
作

業
等

をサ
ポ

ー
トす

る
ス

クー
ル

・サ
ポ

ー
ト・

ス
タッ

フの
配

置
を支

援

地
域

の
人

材
（

卒
業

生
の

保
護

者
な

ど）
都

道
府

県
・指

定
都

市
国

1/
3

都
道

府
県

・指
定

都
市

2/
3

要
求
額

：
10

8億
円

（
+

89
億

円
）

（
通

常
分

28
億

円
、コ

ロナ
影

響
分

80
億

円
）

人
数

：
24

,5
00

人
（

+
19

,9
00

人
）

適
切

な
練

習
時

間
や

休
養

日
の

設
定

な
ど部

活
動

の
適

正
化

を進
め

て
い

る
教

育
委

員
会

へ
の

教
員

に
代

わ
って

顧
問

を
担

う部
活

動
指

導
員

の
配

置
を支

援

指
導

す
る

部
活

動
に

係
る

専
門

的
な

知
識

・技
能

を有
す

る
人

材
学

校
設

置
者

（
主

に
市

町
村

）
国

1/
3

都
道

府
県

1/
3

市
町

村
1/

3
（

指
定

都
市

：
国

１
/３

、指
定

都
市

２
/３

）

要
求
額

：
15

億
円

(+
3億

円
)

人
数

：
13

,2
00

人
（

+
3,

00
0人

）

学
習

指
導

員
等

の
配

置
（

学
力

向
上

を
目

的
とし

た
学

校
教

育
活

動
支

援
）

ス
クー

ル
・サ

ポ
ー

ト・
ス

タッ
フの

配
置

学
校

生
活

適
応

へ
の

支
援

•不
登

校
児

童
生

徒
へ

の
支

援
•い

じめ
へ

の
対

応

進
路

指
導

・キ
ャリ

ア教
育

•キ
ャリ

ア
教

育
支

援
、就

職
支

援
の

た
め

の
相

談
員

の
配

置
•専

門
家

に
よ

る
出

前
授

業
の

実
施

※
支

援
に

際
して

は
、各

自
治

体
に

お
い

て
客

観
的

な
在

校
等

時
間

の
把

握
等

を
行

って
い

る
こと

を
前

提
とす

る
。

※
ス
ポ
ー
ツ
庁
の
運
動
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
文
化
庁
の
文
化
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、

教
師
の
負
担
軽
減
の
状
況
を
適
切
に
把
握
す
る
な
ど
一
定
の
要
件
を
満
た
す
学
校
設
置
者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

※
交
通
費
に
つ
い
て
は
、
人
材
確
保
の
た
め
の
人
材
バ
ン
ク
の
立
ち
上
げ
、
ま
た
は
、
人
材
バ
ン
ク
の
立
ち
上
げ
計
画
を
作
成
し
て
い

る
学
校
設
置
者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

令
和

3年
度

要
求

・要
望

額
25

4億
円

（
通

常
分

75
億

円
、コ

ロナ
影

響
分

17
9億

円
）

引
き
続
き
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
へ
の
対
応
の
た
め
の
大
規
模
配
置
を
継
続

想
定

人
材

実
施

主
体

負
担

割
合

事
業

内
容

想
定

人
材

実
施

主
体

負
担

割
合

事
業

内
容

想
定

人
材

実
施

主
体

負
担

割
合

（
前

年
度

当
初

予
算

額
62

億
円

、補
正

予
算

額
27

8億
円

）
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学
力
向
上
を
目
的
とし
た
学
校
教
育
活
動
支
援

（
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
の
一
部
）

公
立
の
小
学
校
、中
学
校
、義
務
教
育
学
校
、

中
等
教
育
学
校
、高
等
学
校
、特
別
支
援
学
校

児
童
生
徒
一
人
一
人
に
き
め
細
か
な
対
応
を
実
現
す
る
た
め
、教
師
に
加
え
て
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
人
材
の
配
置
を
支
援
。

令
和
2年
度
に
引
き
続
き
、新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
対
策
とし
て
、3
密
を
避
け
る
た
め
の
環
境
づ
くり
や
習
熟
度
に
応
じた
学
習
の
実
施
な
ど、

子
供
の
学
び
の
保
障
を徹
底
的
に
サ
ポ
ー
トす
る
た
め
に
必
要
な
人
材
配
置
を
支
援
す
る
た
め
、

学
習
指
導
員
等
の
大
規
模
配
置
を
継
続
【約
32
,0
00
人
】

対
象
校
種

退
職
教
員
、教
師
志
望
の
学
生
を
は
じめ
とす
る
大
学
生
、

学
習
塾
講
師
、N
PO
等
教
育
関
係
者
、

地
域
の
方
々
な
ど幅
広
い
人
材

想
定
人
材

都
道
府
県

政
令
指
定
都
市

実
施
主
体

国
１
/３
、都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
２
/３

補
助
割
合専
門
性
を
も
った
外
部
講
師
が
、体
験
活
動
や
専
門
家
の
出
前
事
業
等
を通

じた
多
様
な
学
習
活
動
の
充
実
。

英
語
の
授
業
等
に
お
け
る
英
語
が
堪
能
な
地
域
人
材
等
の
活
用
。

活
用

イ
メ
ー
ジ

（
例
）

TT
指
導
(t
ea
m
-t
ea
ch
in
g)
や
放
課
後
の
補
習
等
、き
め
細
か
な
学
習
指

導
を実
施
す
る
た
め
に
配
置
。

ス
テ
ッ
プ

授
業
の
進
度
や
内
容
の
充
実
度
な

ど
に
応
じ
て
、
き
め
細
か
く
個
別
に

フ
ォ
ロ
ー
に
入
り
ま
す
。

ま
た
、
特
別
な
配
慮
が
必
要
な
子

供
た
ち
の
ケ
ア
も
し
て
い
き
ま
す
。

家
庭
連
絡
や
家
庭
訪
問
等
の
き
め
細
か
い
対
応
を
通
じ、
継
続
的
に
児
童

生
徒
と関
わ
る
こと
で
、不
登
校
児
童
生
徒
を支
援

※
教
育
課
程
内
の
授
業
を単
独
で
学
習
指
導
員
が
行
う場
合
は
教
員
免
許
状
が
必
要
。

習
熟
度
に
ば
らつ
き
が
出
や
す
い
教
科
等
に
つ
い
て
、感
染
症
対
策
も

兼
ね
て
習
熟
度
別
学
習
を実
施
す
る
た
め
に
配
置

ホ
ッ
プ

ジ
ャ
ン
プ

自
治
体
の
定
め
に
よる
が
、教
員
免
許
状
は
必
須
で
は
な
い
。

（
教
育
課
程
内
の
授
業
を
単
独
で
行
う場
合
等
は
、教
員
免
許
状
は
必
要
）

資
格
要
件

報
酬
、期
末
手
当
、報
償
費
、交
通
費
・旅
費

補
助
金
・委
託
費

補
助

対
象
経
費

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
13
1億
円

（
当
初
分
32
億
円
、コ
ロナ
影
響
分
99
億
円
）

【前
年
度
予
算
額

32
億
円
】

保
護
者

支
援
員

連
絡
・調
整

連
絡
・調
整

学
級
担
任

※
当
初
予
算
分
8,
00
0人
、新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
影
響
分
24
,1
18
人

※
支
援
に
際
して
は
、各
自
治
体
に
お
い
て
客
観
的
な
在
校
等
時
間
の
把
握
等
を
行
って
い
る
こと
を
前
提
とす
る
。
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ス
ク
ー
ル
・サ
ポ
ー
ト・
ス
タ
ッフ
の
配
置

（
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
の
一
部
）

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額
10
8億
円

（
当
初
分
28
億
円
、コ
ロナ
影
響
分
80
億
円
）

（
前
年
度
予
算
額
19
億
円
）

公
立
の
小
学
校
、中
学
校
、義
務
教
育
学
校

中
等
教
育
学
校
（
前
期
課
程
の
み
）

特
別
支
援
学
校
（
小
学
部
・中
学
部
）

学
習
プリ
ン
ト等
の
準
備
や
採
点
業
務
や
来
客
・電
話
対
応
、新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
消
毒
作
業
等
、教
師
を
強
力
に
サ
ポ
ー
ト。

教
師
が
より
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
を整
備
し、
教
師
が
子
供
の
学
び
の
保
障
に
注
力
で
きる
よう
、

ス
ク
ー
ル
・サ
ポ
ー
ト
・ス
タ
ッフ
の
大
規
模
配
置
を
継
続
【約
24
,5
00
人
】

対
象

校
種

家
庭
学
習
や
家
庭
へ

の
連
絡
資
料
の
準
備

印
刷
、帳
合
な
ど

子
供
の
健
康
観
察
の

とり
ま
とめ
作
業
等

採
点
業
務
の
補
助
や

来
客
・電
話
対
応

教
室
内
の
換
気
や
消
毒
な
ど

の
感
染
症
対
策

教
師
志
望
の
学
生
をは
じめ
とす
る
大
学
生
、

地
域
の
方
々
な
ど幅
広
い
人
材

想
定

人
材

都
道
府
県

政
令
指
定
都
市

実
施

主
体

国
１
/３

都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
２
/３

補
助

割
合

活
用

イ
メ
ー
ジ

（
例
） 資
格

要
件

報
酬
、期
末
手
当
、補
助
金
・委
託
費

補
助
対
象

経
費

自
治
体
の
定
め
に
よる
が
、

基
本
的
に
は
特
別
な
資
格
等
は
必
要
な
し

※
当
初
予
算
分
6,
30
0人
、新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
影
響
分
18
,2
00
人
、５
学
級
以
下
の
ご
く小
規
模
校
を
除
い
た
全
公
立
小
中
学
校
に
配
置
で
き
る
規
模

学
校
行
事
や
式
典
等
の

準
備
補
助

※
支
援
に
際
して
は
、各
自
治
体
に
お
い
て
客
観
的
な
在
校
等
時
間
の
把
握
等
を
行
って
い
る
こと
を
前
提
とす
る
。

さら
に
、人
材
確
保
を後
押
しす
る
た
め
、一
部
地
域
（
地
域
手
当
支
給
対
象
地
域
）
の
時
間
単
価
を
引
き
上
げ
（
10
00
円
⇒
10
50
円
）
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※
運
動
部
活
動
に
係
る
ガ
イド
ライ
ン
/文
化
部
活
動
に
係
る
ガ
イド
ライ
ンを
遵
守
す
る
とと
も
に
、教
師
の
負
担
軽
減
の
状
況
を
適
切
に
把
握
す
る
な
ど一
定
の
要
件
を
満
た
す
学
校
設
置
者
に
対
して
支
援
。

※
交
通
費
に
つ
い
て
は
、人
材
バ
ンク
の
立
ち
上
げ
、ま
た
は
、人
材
バ
ン
クの
立
ち
上
げ
計
画
を
作
成
して
い
る
学
校
設
置
者
に
対
して
支
援
。

※
支
援
に
際
して
は
、各
自
治
体
に
お
い
て
客
観
的
な
在
校
等
時
間
の
把
握
等
を
行
って
い
る
こと
を
前
提
とす
る
。

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
15
億
円

(前
年
度
予
算
額

1１
億
円
)

中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

（
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
の
一
部
）

学
校
外
で
の
活
動
（
大
会
・練
習
試
合
等
）
へ
の
引
率

人
材
確
保
の
工
夫
（
例
）

・「
人
材
バ
ンク
」を
設
け
、域
内
幅
広
く人
材
を確
保

・大
学
と連
携
し、
大
学
生
の
部
活
動
指
導
員
を
確
保

公
立
の
中
学
校
、義
務
教
育
学
校
（
後
期
課
程
）

中
等
教
育
学
校
（
前
期
課
程
）
、特
別
支
援
学
校
（
中
学
部
）

指
導
す
る
部
活
動
に
係
る
専
門
的
な
知
識
・技
能
を有
す
る
人
材

学
校
設
置
者
（
主
に
市
町
村
）

※
公
立
高
等
学
校
等
に
つ
い
て
は
、地
方
財
政
措
置
に
て
配
置
を
支
援

実
施
主
体

国
1/
3
都
道
府
県
1/
3
市
町
村
1/
3

（
指
定
都
市
：
国
１
/３

指
定
都
市
２
/３
）

補
助
割
合

報
酬
、期
末
手
当
、交
通
費
、補
助
金
等

補
助

対
象
経
費

対
象
校
種

想
定
人
材

資
格
要
件

適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど部
活
動
の
適
正
化
を進
め
て
い
る
教
育
委
員
会
へ
の
部
活
動
指
導
員
の
配
置
を
支
援

顧
問
の
部
活
動
指
導
時
間
の
短
縮
や
競
技
経
験
が
な
い
顧
問
の
負
担
を軽
減
し、

更
に
は
専
門
的
指
導
に
よる
生
徒
の
技
能
向
上
を目
指
し、

部
活
動
指
導
員
の
配
置
を
拡
充
【約
13
,2
00

人
】

活
用

イ
メ
ー
ジ

（
例
）

子
供
た
ち
へ
の
実
技
指
導
や

安
全
・障
害
予
防
に
関
す
る
知
識
・技
能
の
指
導

自
治
体
の
定
め
に
よる
が
、

基
本
的
に
は
特
別
な
資
格
等
は
必
要
な
し

部
活
動
指
導
員
の
属
性
（
実
績
例
）

退
職
教
員
、非
常
勤
講
師
等
との
兼
務
、

地
域
人
材
、大
学
生
等
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ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実
令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
73
億
円

（
前
年
度
予
算
額
67
億
円
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

義
務
教
育
段
階
の
不
登
校
児
童
生
徒
数
は
、平
成
24
年
度
か
ら６
年
連
続
で
全
体
の
人
数
・児
童
生
徒
千
人
当
た
りの
人
数
とも
に
増
加
して
お
り、

様
々
な
課
題
を抱
え
る
児
童
生
徒
へ
の
早
期
支
援
、不
登
校
状
態
に
あ
る
児
童
生
徒
へ
の
手
厚
い
支
援
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
が
必
要
。

また
、社
会
問
題
化
して
い
る
昨
今
の
児
童
虐
待
相
談
対
応
件
数
の
急
増
等
を踏
まえ
、学
校
に
お
け
る
児
童
虐
待
の
未
然
防
止
・早
期
発
見
や
、

児
童
虐
待
発
生
時
の
迅
速
・的
確
な
対
応
に
向
け
た
相
談
体
制
の
充
実
も
喫
緊
の
課
題
。

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
：
5,
34
4百
万
円
(前
年
度
予
算
額
：
4,
86
6百
万
円
）

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
：
1,
97
3百
万
円
(前
年
度
予
算
額
：
1,
80
6百
万
円
）

児
童
生
徒
の
心
理
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有
す
る
者

⇒
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
（
学
教
法
施
行
規
則
）

福
祉
に
関
して
専
門
的
な
知
識
・経
験
を有
す
る
者

⇒
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
（
学
教
法
施
行
規
則
）

補
助
割
合
：
国
１
/３
、都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
２
/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市

補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交
通
費
等

補
助
割
合
：
国
１
/３
、都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市
２
/３

実
施
主
体
：
都
道
府
県
・政
令
指
定
都
市
・中
核
市

補
助
対
象
経
費
：
報
酬
・期
末
手
当
、交
通
費
等

全
公
立
小
中
学
校
に
対
す
る
配
置
（
27
,5
00
校
）

基
盤
とな
る
配
置

全
中
学
校
区
に
対
す
る
配
置
（
10
,0
00
中
学
校
区
）

い
じめ
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：
1,
50
0校

（
←
50
0校
）

重 点 配 置 等

い
じめ

不
登
校

虐
待

貧
困

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
20
0校

（
←
1,
00
0校
）

質
の
向
上

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
11
4人

（
←
67
人
）

い
じめ
・不
登
校
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置
：
1,
50
0校

（
←
50
0校
）

虐
待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
50
0校

（
←
1,
00
0校
）

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
の
配
置

：
11
4人

（
←
67
人
）

児
童
生
徒
1
0
0
0
人
当
た
り
の

不
登
校
児
童
生
徒
数
（
小
中
）

※
不
登
校
特
例
校
や
夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25
0箇
所

※
不
登
校
特
例
校
や
夜
間
中
学
へ
の
配
置
を
含
む

※
単
位
：
人

教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

：
25
0箇
所

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
40
0校

貧
困
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

：
1,
40
0校

公
認
心
理
師
、臨
床
心
理
士
等

社
会
福
祉
士
、精
神
保
健
福
祉
士
等

補
助
制
度

求
め
られ
る
能
力
・資
格
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

25
億

円
（

前
年

度
予

算
額

1９
億

円
）

幼
稚

園
、小

学
校

、中
学

校
、義

務
教

育
学

校
、

高
等

学
校

、中
等

教
育

学
校

、特
別

支
援

学
校

対
象

校
種

都
道

府
県

、市
区

町
村

特
別

支
援

学
校

等
を

設
置

す
る

学
校

法
人

実
施

主
体

国
１

/３
都

道
府

県
・市

区
町

村
・学

校
法

人
２

/３
補
助

割
合

人
件

費
、会

議
費

な
ど

補
助
対
象

経
費

切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備
充
実
事
業

Ⅰ
特
別
な
支
援
を
必
要
とす
る
子
供
へ
の
就
学
前
か
ら学
齢
期
、社
会
参
加
ま
で
の
切
れ
目
な
い
支
援
体
制
整
備

Ⅱ
医
療
的
ケ
ア
の
た
め
の
看
護
師
、外
部
専
門
家
の
配
置

１
．
連
携
体
制
を
整
備

教
育

委
員

会
・学

校
と福

祉
部

局
や

関
係

機
関

の
連

携
体

制
を

整
備

⇒
 組

織
検

討
委

員
会

(仮
称

)を
設

置
した

り、
先

進
地

を
視

察
す

る
な

ど
２
．
個
別
の
教
育
支
援
計
画
等
の
活
用

就
学

・進
級

・進
学

・就
労

に
、個

別
の

教
育

支
援

計
画

等
が

有
効

に
活

用
され

る
仕

組
づ

くり
⇒

 個
別

の
教

育
支

援
計

画
等

を引
き

継
が

れ
るネ

ット
ワ

ー
クシ

ス
テ

ム
の

構
築

特
別
な
支
援
が
必
要
な
子
供
が
就
学
前
か
ら
社
会
参
加
ま
で
切
れ
目
な
く支
援
を
受
け
ら
れ
る
体
制
の
整
備
を
行
う自
治
体
等
の
ス
タ
ー
ト
ア
ップ

※
１
を
支
援

学
校
に
お
け
る
医
療
的
ケ
ア
の
環
境
整
備
の
充
実
を
図
る
た
め
、自
治
体
等

に
よ
る
看
護
師
配
置
※
２
を
支
援
２
,１
０
０
人
⇒
２
,４
０
０
人
【拡
充
】

【参
考
】学
校
に
お
け
る
医
療
的
ケ
ア
の
今
後
の
対
応
に
つ
い
て
（
初
等
中
等
教
育
局
長
通
知
）

学
校

で
医

療
的

ケ
ア

を
行

う場
合

に
は

、教
育

委
員

会
に

お
い

て
、看

護
師

等
を

十
分

確
保

し、
継

続
して

安
定

的
に

勤
務

で
き

る
体

制
を

整
備

す
る

とと
も

に
、各

学
校

に
医

療
的

ケ
ア

児
の

状
態

に
応

じた
看

護
師

等
の

適
切

な
配

置
を行

うこ
と。

３
．
連
携
支
援
コー
デ
ィネ
ー
タ
ー
の
配
置

教
育

委
員

会
・学

校
と福

祉
部

局
や

関
係

機
関

の
連

携
を

促
進

⇒
 早

期
支

援
、発

達
障

害
支

援
、学

校
・病

院
連

携
、合

理
的

配
慮

、就
労

支
援

４
．
普
及
啓
発

市
民

や
他

の
自

治
体

へ
の

普
及

啓
発

【参
考
】共
生
社
会
の
形
成
に
向
け
た
イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
教
育
シ
ス
テ
ム
構
築
の
た
め
の
特
別
支
援
教
育
の
推
進
（
報
告
）
平
成
24
年
7月
23
日
中
央
教
育
審
議
会
初
等
中
等
教
育
分
科
会

〇
イン

クル
ー

シ
ブ教

育
シ

ス
テ

ム
を

構
築

す
る

上
で

は
、医

療
、保

健
、福

祉
、労

働
等

の
関

係
機

関
等

との
適

切
な

連
携

が
重

要
で

あ
る

。こ
の

た
め

に
は

、関
係

行
政

機
関

等
の

相
互

連
携

の
下

で
、

広
域

的
な

地
域

支
援

の
た

め
の

有
機

的
な

ネ
ット

ワー
クが

形
成

され
る

こと
が

有
効

で
あ

り、
既

に
各

都
道

府
県

レ
ベ

ル
で

は
、県

全
域

を見
通

した
「広

域
特

別
支

援
連

携
協

議
会

」が
設

け
られ

る
とと

も
に

、「
障

害
保

健
福

祉
圏

域
」や

教
育

事
務

所
単

位
で

の
支

援
地

域
の

設
定

な
どが

行
わ

れ
て

い
る

。そ
れ

ら支
援

地
域

内
の

有
機

的
な

ネ
ット

ワ
ー

クを
十

分
機

能
させ

る
た

め
に

は
、保

護
者

支
援

を
行

うこ
と、

連
絡

協
議

会
を設

置
す

る
こと

、個
別

の
教

育
支

援
計

画
を

相
互

に
連

携
して

作
成

・活
用

す
る

こと
が

重
要

で
あ

る
。

○
イン

クル
ー

シ
ブ

教
育

シ
ス

テ
ム

の
構

築
に

当
た

り、
障

害
の

あ
る

子
ども

の
地

域
に

お
け

る
生

活
を

支
援

す
る

観
点

か
ら、

地
域

に
お

け
る

社
会

福
祉

施
策

や
障

害
者

雇
用

施
策

と特
別

支
援

教
育

と
の

一
層

の
連

携
強

化
に

取
り組

む
必

要
が

あ
る

。ま
た

、卒
業

後
の

就
労

・自
立

・社
会

参
加

も
含

め
た

共
生

社
会

の
構

築
を考

え
る

必
要

が
あ

る
。

※
１

交
付

初
年

度
か

ら３
年

を
限

りと
す

る
。

※
２

校
外

学
習

や
登

下
校

時
の

送
迎

車
両

に
同

乗
す

る
看

護
師

の
配

置
を

含
む

。

個
別
の
指
導
計
画
の
作
成
や
実
際
の
指
導
に
当
た
って
、障
害
の
状
態

等
に
応
じて
必
要
とな
る
、専
門
の
医
師
や
理
学
療
法
士
、作
業
療
法

士
、言
語
聴
覚
士
な
どの
専
門
家
配
置
を
支
援
３
４
８
人

【参
考
】特
別
支
援
学
校
幼
稚
部
教
育
要
領
、小
学
部
・中
学
部
・高
等
部
学
習
指
導
要
領

第
７

章
自

立
活

動
第

３
個

別
の

指
導

計
画

の
作

成
と内

容
の

取
扱

い
児

童
又

は
生

徒
の

障
害

の
状

態
等

に
よ

り、
必

要
に

応
じて

、専
門

の
医

師
及

び
そ

の
他

の
専

門
家

の
指

導
・助

言
を

求
め

る
な

どし
て

、適
切

な
指

導
が

で
き

る
よ

うに
す

る
も

の
とす

る
。
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調
査
・分
析
に
係
る
経
費

（
雑
役
務
費
）

委
託

対
象
経
費

民
間
事
業
者

委
託
先

フォ
ー
ラム
の
開
催
に
必
要
な
経
費

（
講
師
旅
費
、謝
金
、雑
役
務
費
等
）

委
託

対
象
経
費

令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
0.
3億
円

（
前
年
度
予
算
額

0.
3億
円
）

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
推
進
事
業

教
育
委
員
会
に
お
け
る
学
校
の
働
き
方
改
革
推
進
の
た
め
の
取
組
状
況
の
調
査
実
施
・
分
析
、

都
道
府
県
・
市
町
村
別
公
表
等
や
こ
れ
ま
で
の
業
務
改
善
の
取
組
事
例
や
全
国
か
ら
集
め
た
優
良
事
例
の

展
開
を
通
じ
て
、
教
育
委
員
会
や
各
学
校
に
お
け
る
「
働
き
方
改
革
」
の
自
走
サ
イ
ク
ル
を
構
築
す
る
。

調
査
実
施
・
分
析

優
良
事
例
展
開 働
き
方
改
革
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
実
施

教
育
委
員
会
に
お
け
る
学
校
の
働
き
方
改

革
の
た
め
の
取
組
状
況
調
査
か
ら
収
集
し

た
効
果
的
な
優
良
事
例
の
実
現
方
法
等
を

掘
り
下
げ
全
国
に
展
開

教
育
委
員
会
に
お
け
る
学
校
の
働
き
方
改
革

の
た
め
の
取
組
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
調
査

を
実
施
・
分
析
し
、
都
道
府
県
・
市
町
村
別
に

公
表

学
校
の
取
組
の
優
良
事
例
収
集
や
教
育
委

員
会
の
効
果
的
な
取
組
の
現
地
取
材
・
分
析

を
実
施

教
育
委
員
会
や
学
校
に
お
け
る
取
組
の
実
践
へ

民
間
事
業
者

委
託
先

調
査
の
実
施
・
分
析

フ
ォ
ー
ラ
ム
の
実
施
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Ⅰ
. 
学

校
指

導
・
運

営
体

制
の

効
果

的
な

強
化

・
充

実

●
学
校
の
指
導
体
制
の
充
実
－
教
師
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上
－

▶
義

務
教

育
9
年

間
を

見
通

し
た

指
導

体
制

支
援

（
小

学
校

専
科

指
導

の
充

実
）

・
・

・
＋
2
,0
0
0
人

※
 学

校
に

お
け

る
働

き
方

改
革

の
観

点
か

ら
、

小
学

校
の

テ
ィ

ー
ム

テ
ィ

ー
チ

ン
グ

の
た

め
の

加
配

定
数

の
一

部
に

つ
い

て
、

専
科

指
導

の
た

め
の

加
配

定
数

に
発

展
的

に

見
直

し
た

上
で

（
▲

2
,0

0
0
人

）
、

小
学

校
高

学
年

に
お

け
る

教
科

担
任

制
を

含
む

専
科

指
導

の
積

極
的

取
組

へ
の

支
援

（
＋

2
,0

0
0
人

）

※
教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応
分
を
含
め
、
合
計
で
＋
2
,3
9
7
人
の
改
善
を
要
求
。

加
え
て
、
少
人
数
に
よ
る
き
め
細
か
な
指
導
体
制
の
計
画
的
な
整
備
に
つ
い
て
事
項
要
求
。

Ⅱ
. 
教

員
以

外
の

専
門

ス
タ

ッ
フ

・
外

部
人

材
の

活
用

●
学
力
向
上
を
目
的
と
し
た
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
人
材
（学
習
指
導
員
等
）の
配
置
を
支
援

・
・

・
3
2
億
円

【
8
,0

0
0
人

】

※
更

に
、

コ
ロ

ナ
対

応
分

と
し

て
9
9
億

円
【

2
4
,0

0
0
人

】

●
ス
ク
ー
ル
・サ
ポ
ー
ト
・ス
タ
ッ
フ
の
配
置
を
支
援

・
・

・
2
8
億
円

【
6
,3

0
0
人

(+
1
,7

0
0
人

)】

※
学

習
プ

リ
ン

ト
等

の
印

刷
・

仕
分

け
、

採
点

業
務

の
補

助
、

来
客

対
応

や
電

話
対

応
等

、
教

師
の

業
務

を
サ

ポ
ー

ト
※

更
に

、
コ

ロ
ナ

対
応

分
と

し
て

8
0
億

円
【

1
8
,2

0
0
人

】

●
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置
を
支
援

・
・

・
1
5
億
円

【
1
3
,2

0
0
人

(+
3
,0

0
0
人

)】

●
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
充
実

・
・

・
7
3
億
円

【
S
C
:全

公
立

小
中

学
校

2
7
,5

0
0
校

、
虐

待
、

い
じ

め
・

不
登

校
対

策
等

の
た

め
の

重
点

配
置

4
,1

0
0
校

（
＋

1
,2

0
0
校

）
】

【
S
S
W

:1
0
,0

0
0
全

中
学

校
区

、
虐

待
、

い
じ

め
・

不
登

校
対

策
等

の
た

め
の

重
点

配
置

4
,4

0
0
校

（
＋

1
,5

0
0
校

）
】

●
G
IG
A
ス
ク
ー
ル
サ
ポ
ー
タ
ー
の
配
置
を
支
援

・
・

・
5
3
億
円

【
4
校

に
1
人

】

●
理
科
の
観
察
・実
験
の
支
援
等
を
行
う
観
察
実
験
補
助
員
の
配
置
を
支
援

・
・

・
2
億
円

【
3
,1

0
0
校

】

Ⅲ
. 
学

校
が

担
う

べ
き

業
務

の
効

率
化

及
び

精
選

●
学
校
の
働
き
方
改
革
の
た
め
の
取
組
状
況
の
調
査
実
施
・分
析
、
優
良
事
例
の
展
開

・
・

・
0
.3
億
円

●
ス
ク
ー
ル
ガ
ー
ド
・リ
ー
ダ
ー
の
助
言
に
基
づ
き
、
地
域
ぐ
る
み
で
見
守
り
活
動
を
行
う
体
制
を
整
備

・
・

・
3
.4
億
円

●
学
校
と
地
域
そ
れ
ぞ
れ
の
適
切
な
役
割
分
担
を
検
討
す
る
た
め
、
地
域
と
学
校
の
連
携
・協
働
体
制
を
構
築

・
・

・
8
8
億
円

新
学

習
指

導
要

領
の

円
滑

な
実

施
と

学
校

に
お

け
る

働
き

方
改

革
の

た
め

の
環

境
整

備
【
令

和
３

年
度

要
求

】
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 ２．新時代に対応した高等学校改革の推進  

 

                                   (前 年 度 予 算 額         459 百万円） 

                                    令和 3 年度要求・要望額       2,189 百万円 

 

 

  １．要  旨 

 少子化の進行や高校生の多様な実態、今後のポストコロナ時代における社

会システムや産業社会の変化を見据えて、令和４年度からの新しい高等学校

学習指導要領の順次全面実施に向け、個別最適化された学びや社会とつなが

る協働的・探究的な学びを実現するため、新時代に対応した高等学校教育改

革を推進する。 

 

 

  ２．内  容 

 

（１）WWL(ワールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアム構築支援事業 

366 百万円( 151 百万円) 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業は、

これまでのスーパーグローバルハイスクール（ＳＧＨ）などの取組の実績を

活用し、高等学校等と国内外の大学等が協働し、高校や国の枠を超えて、高

校生に、より高度な学びを提供する仕組みを構築するため、 

① グローバルな社会課題の解決や国際会議の開催を通じて世界的な活躍を

目指す人材育成に向けたカリキュラム開発 

② ポストコロナ時代に Society5.0 をリードできる人材育成に向け、大学等

とネットワークで連携し、AI やビックデータ等、文理横断的な内容の学

びを実現するカリキュラム開発 

など、拠点校を中心として形成される AL（アドバンスト・ラーニング）ネ

ットワークによる WWL コンソーシアムの構築を目指した取組を実施。 

また、事業の評価・検証とともに、高校生６万人あたり１か所を目安に、

高度かつ多様な学習プログラムに、全国の高校生がオンライン・オフライン

で参加することが可能となるよう、WWL コンソーシアム構築・自走を目指し

た調査研究を実施。 
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（２）地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワーク構築事業 

（CORE ハイスクール・ネットワーク構想） 

808 百万円（新規）  

中山間地域や離島等の地域唯一の高等学校においても多様かつ質の高い

高等学校教育を実施するため、複数の高等学校の教育課程の共通化や ICT

機器を最大限に活用した遠隔授業の実施などにより、大学進学から就職まで

の生徒の進路希望に応じた多様な教科・科目の開設や習熟度別指導を実現す

るとともに、持続可能な地方創生の核としての高等学校の機能強化を図る。 

 

 

（３）マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業） 

   722 百万円（新規）  

第 4 次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、六

次産業化等、産業構造・仕事内容は急速かつ絶えず革新しており、更に新型

コロナウイルス感染症の感染拡大の中、こうした革新の流れは一層急激にな

っていくことが予見されるところ。このため、産業界と専門高校が一体・同

期化し、絶えず革新し続ける最先端の職業人育成システムを構築し、専門高

校の職業人材育成の抜本的改革を図る。 

 

 

（４）地域との協働による高等学校教育改革推進事業 

241 百万円(252 百万円) 

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0 を地域から分厚く支える

人材の育成に向けた教育改革を推進するため、「まち・ひと・しごと創生基

本方針 2020」等に基づき、高等学校が自治体、高等教育機関、産業界等と

協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究的な学びを実現

する取組を推進することで、地域振興の核としての高等学校の機能強化を図

る。 

 

（５）高等学校における教育の質確保・多様性への対応に関する調査研究  

53 百万円(     55 百万円) 

高等学校において、教育改革の優良事例の普及を図るとともに、新高等

学校学習指導要領の実施を見据えた高等学校現場のＰＤＣＡサイクルの構

築に向け、「高校生のための学びの基礎診断」の測定ツールの対象教科・

科目等の在り方に関する調査研究を実施する。 

また、定時制・通信制課程において、不登校経験のある生徒、特別な支

援が必要な生徒、外国籍の生徒など、多様な生徒に応じて卒業後の進路を

見据えたカリキュラム開発を実施するとともに、多様な学習ニーズに応じ

ながら ICT を効果的に活用した指導・評価方法等の実証研究を実施する。 
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

3.
7億

円
（

前
年

度
予

算
額

1.
5億

円
）

国
公

私
立

の
高

等
学

校
及

び
中

高
一

貫
教

育
校

対
象

校
種

３
２

拠
点

（
継

続
１

６
＋

新
規

１
６

）
９

０
０

万
円

程
度

／
拠

点
・年

原
則

３
年

（
３

年
目

の
評

価
に

応
じて

延
長

可
）

箇
所
数

単
価

期
間

管
理

機
関

（
都

道
府

県
・市

町
村

教
育

委
員

会
、

国
公

立
大

学
法

人
、学

校
法

人
）

等
委
託
先

カ
リキ

ュラ
ム

開
発

に
必

要
な

経
費

（
海

外
研

修
旅

費
、謝

金
、借

損
料

、国
際

会
議

経
費

等
）

委
託

対
象
経
費

W
W

L（
ワ

ー
ル

ド
・ワ

イ
ド

・ラ
ー

ニ
ン

グ
）

コン
ソ

ー
シ

ア
ム

構
築

支
援

事
業 （

W
W

L-
Pl

us
）

ポ
ス

トコ
ロ

ナ
時

代
の

世
界

とS
oc

ie
ty

5.
0を

リー
ドす

る
人

材
育

成
に

向
け

た
リー

デ
ィン

グ
・プ

ロ
ジ

ェク
ト

事
業

概
要

～
これ

まで
の

取
組

をさ
らに

発
展

させ
、ポ

ス
トコ

ロナ
時

代
の

新
しい

生
活

様
式

に
対

応
して

世
界

中
とオ

ンラ
イン

で
つ

な
が

り、
高

度
な

学
び

を実
現

～
ポ

ス
トコ

ロ
ナ

時
代

の
世

界
とS

oc
ie

ty
5.

0を
リー

ドし
、

SD
G

sの
達

成
を

牽
引

す
る

イ
ノベ

ー
テ

ィブ
な

グ
ロ

ー
バ

ル
人

材
育

成
の

リー
デ

ィン
グ

・プ
ロ

ジ
ェク

トと
して

、国
内

外
の

大
学

等
との

連
携

に
よ

り文
理

横
断

的
な

知
を

結
集

し、
社

会
課

題
の

解
決

に
向

け
た

探
究

的
な

学
び

を
通

じた
高

校
教

育
改

革
や

大
学

の
学

び
の

先
取

り履
修

等
を

通
じた

高
大

接
続

改
革

を
推

進
す

る
。

高
等

学
校

等
と国

内
外

の
大

学
、企

業
、国

際
機

関
等

とが
協

働
し、

高
校

生
が

主
体

とな
り、

海
外

を
フィ

ー
ル

ドに
グ

ロ
ー

バ
ル

な
社

会
課

題
の

解
決

に
向

け
た

探
究

的
な

学
び

を
実

現
す

る
カリ

キ
ュラ

ム
を

開
発

。
ポ

ス
トコ

ロナ
時

代
の

新
しい

日
常

に
より

、こ
れ

まで
訪

問
で

きな
か

った
国

の
高

校
生

や
大

学
生

等
との

オ
ン

ラ
イ

ン
海

外
フィ

ー
ル

ドワ
ー

ク
な

ど､
世

界
規

模
で

生
じた

豊
か

な
オ

ン
ラ

イ
ン

環
境

を
駆

使
した

カリ
キ

ュラ
ム

開
発

。
大

学
等

と連
携

した
大

学
教

育
の

先
取

り履
修

（
カリ

キ
ュラ

ム
開

発
）

に
よ

り、
高

度
か

つ
多

様
な

科
目

等
の

学
習

プロ
グ

ラム
／

コー
ス

を開
発

。
■

新
規

分
は

以
下

の
２

タ
イ

プ
か

ら選
択

し､
カ

リキ
ュラ

ム
開

発
の

テ
ー

マ
を

設
定

✔
タ
イ
プ

A 
：

グ
ロ

ー
バ

ル
な

社
会

課
題

の
解

決
や

国
際

会
議

の
開

催
を

通
じて

世
界

的
な

活
躍

を
目

指
す

人
材

育
成

に
向

け
た

カ
リキ

ュラ
ム

開
発

✔
タ
イ
プ

B
：

So
ci

et
y5

.0
を

リー
ドし

､ポ
ス

トコ
ロ

ナ
時

代
の

世
界

的
な

課
題

解
決

を
目

指
す

人
材

育
成

に
向

け
、新

時
代

に
対

応
して

オ
ン

ラ
イ

ン
を

駆
使

し、
国

内
外

の
大

学
等

と連
携

した
AI

や
ビッ

ク
デ

ー
タ

な
ど､

文
理

横
断

的
な

高
度

な
学

び
を

実
現

す
る

カ
リキ

ュラ
ム

開
発

高
校

や
国

の
枠

を
超

え
て

、高
校

生
に

高
度

な
学

び
を

提
供

す
る

AL
（

ア
ドバ

ン
ス

ト
・ラ

ー
ニ

ン
グ

）
ネ

ット
ワ

ー
ク

を
形

成
した

拠
点

校
を

全
国

に
５

０
校

程
度

配
置

し、
Ｗ

Ｗ
L（

ワ
ー

ル
ド・

ワ
イ

ド・
ラ

ー
ニ

ン
グ

）
コン

ソ
ー

シ
ア

ム
構

築
へ

とつ
な

げ
る

。

AL
（

ア
ドバ

ン
ス

ト・
ラー

ニ
ン

グ
）

ネ
ット

ワ
ー

ク
イメ

ー
ジ

図

海
外

フィ
ー

ル
ドワ

ー
クや

国
際

会
議

の
開

催
等

に
よ

り、
プ

ロジ
ェク

トが
効

果
的

に
機

能
す

る
よう

国
内

外
の

連
携

機
関

との
ネ

ット
ワ

ー
クを

形
成

A高
校

連
携

校

A海
外

連
携

校

B海
外

連
携

校
C高

校
連

携
校

B高
校

連
携

校

国
内

大
学

海
外

大
学 国

際
機

関

NG
O

等

企
業
高
等
学
校

「
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

開
発
拠
点
校
」

管
理
機
関

高
等

学
校

と連
携

機
関

をつ
な

ぎ
、カ

リキ
ュラ

ム
を

研
究

開
発

す
る

人
材

（
カリ

キ
ュラ

ム
・

アド
バ

イザ
ー

）
等

の
配

置

管
理

機
関

（
新
規
６
拠
点
）

（
新
規
1
0拠
点
）

※
 上

記
の

ほ
か

、事
業

の
評

価
・検

証
（

１
件

）
及

び
W

W
Lコ

ン
ソ

ー
シ

ア
ム

構
築

・自
走

に
向

け
た

調
査

研
究

（
７

地
域

）
を大

学
等

に
委

託
して

実
施

AL
ネ

ット
ワ

ー
ク

W
W

Lコ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
額

８
億

円
（

新
規

）

国
公

私
立

の
高

等
学

校
・中

等
教

育
学

校
対
象

校
種

３
０

箇
所

２
，

６
０

０
万

円
/箇

所
３

年

箇
所
数

単
価

期
間

学
校

設
置

者
委
託
先

遠
隔

授
業

の
開

発
・実

施
に

必
要

な
経

費
（

人
件

費
、設

備
備

品
費

、委
員

旅
費

、謝
金

等
）

委
託

対
象
経
費

CO
RE
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
・ネ
ット
ワ
ー
ク
構
想

○
中
山
間
地
域
や
離
島
等
に
立
地
す
る
小
規
模
高
等
学
校

に
お

い
て

は
、地

域
唯

一
の

高
等

学
校

とし
て

、大
学

進
学

か
ら就

職
ま

で
の
多
様
な
進
路

希
望
に
応
じた
教
育
・支
援
を
行
うこ
とが
必
要

で
あ

る
が

、教
職

員
数

が
限

定
で

あ
り、

生
徒

の
ニ

ー
ズ

に
応

じた
多
様
な
科
目
開
設
や
習
熟
度
別
指
導

が
困
難

。
→
複
数
の
高
等
学
校
の
教
育
課
程
の
共
通
化

や
IC
T機
器
の
最
大
限
の
活
用

に
より

、中
山

間
地

域
や

離
島

等
の

高
等

学
校

に
お

い
て

も
生
徒
の

多
様
な
進
路
実
現
に
向
け
た
教
育
・支
援

を可
能

とす
る

高
等

学
校

教
育

を
実

現
し、
持
続
的
な
地
方
創
生
の
核
とし
て
の
機
能
強
化

を図
る

。

背
景 ・ 課
題

②
地
元
自
治
体
等
の
関
係
機
関
と連
携
・協
働
す
る
体
制
の
構
築

…
地

域
課

題
の

解
決

等
に

関
す

る
探

究
的

な
学

び
の

提
供

⇒
学

校
外

の
教

育
資

源
を

活
用

した
教

育
の

高
度

化
・多

様
化

⇒
地

域
を

深
く理

解
しコ

ミュ
ニテ

ィを
支

え
る

人
材

の
育

成
※

中
・大

規
模

校
（

教
育

セ
ン

ター
）

か
ら複

数
の

高
等

学
校

に
対

す
る

「集
中

配
信

方
式

」の
実

施
も

推
奨

各
ネ
ット
ワ
ー
ク
に
お
け
る
成
果
・課
題
を
抽
出
し、
事
業
指
定
校
以
外
に
も
参
照
可
能
な
小
規
模
高
等
学
校
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
モ
デ
ル
を
構
築

中
・大

規
模

校
（

教
育

セ
ンタ

ー
）

市
町

村

大
学

等
小

中
学

校

産
業

界
Ｎ

Ｐ
Ｏ

市
町

村

大
学

等
小

中
学

校

産
業

界
Ｎ

Ｐ
Ｏ

市
町

村

大
学

等
小

中
学

校

産
業

界
Ｎ

Ｐ
Ｏ

①
同
時
双
方
向
型
の
遠
隔
授
業
な
どI
CT
も
活
用
した
連
携
・協
働

…
遠

隔
授

業
も

活
用

した
教

育
課

程
の

相
互

互
換

の
実

施
⇒

自
校

で
は

受
け

る
こと

の
で

きな
い

授
業

の
受

講
を

可
能

化
⇒

免
許

外
教

科
担

任
制

度
の

利
用

解
消

◆
文

部
科

学
省

が
実

施
教

科
や

形
態

に
応

じた
複

数
の

研
究

テ
ー

マ
を

設
定

し実
施

事
業
内
容
：
中
山
間
地
域
や
離
島
等
に
立
地
す
る
小
規
模
高
等
学
校
の
教
育
環
境
改
善
の
た
め
の
ネ
ット
ワ
ー
ク
の
構
築

地
域

社
会

に
根

ざ
した

高
等

学
校

の
学

校
間

連
携

・協
働

ネ
ット

ワー
クの

構
築

：
CO

lla
bo

ra
tiv

e
RE

gi
on

al
Hi

gh
-s

ch
oo

l N
et

w
or

k
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額

7.
2億
円

（
新
規
）

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象

校
種

４
０
箇
所
１
８
０
０
万
円
/箇
所
３
年

箇
所
数

単
価

期
間

学
校
設
置
者
、地
方
公
共
団
体
、民
間
企
業
、経
済

団
体
、協
同
組
合
等

委
託
先

カリ
キ
ュラ
ム
開
発
等
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、設
備
備
品
費
、実
習
費
等
）

委
託

対
象
経
費

マ
イ
ス
タ
ー
・ハ
イ
ス
ク
ー
ル
（
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
刷
新
事
業
）

背
景 ・

課
題

■
第
４
次
産
業
革
命
の
進
展
、デ
ジ
タル
トラ
ンス
フォ
ー
メー
シ
ョン
（
Ｄ
Ｘ
）
、六
次
産
業
化
等
、産
業
構
造
・仕
事
の
内
容
は
急
速
か
つ
絶
え
ず
革
新
。

■
更
に
新
型
コロ
ナ
ウイ
ル
ス
感
染
症
の
感
染
拡
大
の
中
、D
X,
Io
Tの
進
展
の
加
速
度
が
さら
に
高
まり
、こ
うし
た
革
新
の
流
れ
は
一
層
急
激
に
。

■
こう
した
中
、
地
域
産
業
の
人
材
育
成
の
核
とな
る
専
門
高
校
の
社
会
的
要
請
とし
て
、産
業
構
造
・仕
事
の
内
容
の
絶
え
間
な
い
変
化
に
即
応
・同
期
化

した
職
業
人
育
成
が
求
め
られ
る
。

→
ア
フタ
ー
コロ
ナ
社
会
で
成
長
産
業
化
を
図
る
産
業
界
が
期
待
す
る
専
門
高
校
の
職
業
人
育
成
シ
ス
テ
ム
を
抜
本
的
に
改
革

<
連
携
パ
タ
ー
ン
（
例
)>

【
主
な
取
組
】

○
産
業
界
他
関
係
者
一
体
とな
った
カリ
キ
ュラ
ム
刷
新
・実
践
（
コー
ス
、学
科
改
編
等
）

○
マ
イ
ス
タ
ー
ハ
イ
ス
ク
ー
ル
Ｃ
Ｅ
Ｏ
（
仮
称
）
を企
業
等
か
ら指
定
し学
校
の
管
理
職
とし
て

マネ
ジ
メン
ト

○
企
業
技
術
者
を
教
員
とし
て
採
用
（
マイ
ス
ター
ハ
イス
クー
ル
版
ク
ロ
ス
ア
ポ
イ
ン
トメ
ン
ト）

○
企
業
等
で
の
授
業
・実
習
を
多
数
実
施
、企
業
等
の
施
設
・設
備
の
共
同
利
用

○
専
攻
科
設
置
や
高
専
化
、大
学
連
携
等
の
一
貫
教
育
課
程
導
入
等
の
抜
本
的
な
改
革

事
業
内
容
：
成
長
産
業
化
に
向
け
た
革
新
を
図
る
産
業
界
と専
門
高
校
が
一
体
・同
期
化
し、
第
4次
産
業
革
命
・地
域
の
持
続
的
な
成
長
を

牽
引
す
る
た
め
の
、絶
え
ず
革
新
し続
け
る
最
先
端
の
職
業
人
育
成
シ
ス
テ
ム
の
構
築

事
業
の
成
果
等
を
通
じ
て
、
第

4次
産
業
革
命
を
牽
引
す
る
地
域
産
業
人
材
育
成
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
モ
デ
ル
を
示
す
こ
と
に
よ
り
、
各
地
域
が
取
組
む
際
の
各
種
コ
ス
ト

低
減
を
図
る
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
全
国
各
地
で
地
域
特
性
を
踏
ま
え
た
取
組
を
加
速
化
さ
せ
、
次
世
代
地
域
産
業
人
材
育
成
の
全
国
的
な
社
会
最
適
を
目
指
す

産
業
界
と一
体
とな
った
専
門
高
校
の
職
業
人
材
育
成
の
抜
本
的
改
革

未
来
志
向
の
産
業
界
が
中
核
とな
り、
地
元
自
治
体
等
とと
も
に
、地
域
に
お
け
る
人
材
育
成
と成
長
産
業
化
の
エ
コシ
ス
テ
ム
の
確
立

専
門
高
校第
4次
産
業
革
命
を
担
う職
業
人
育
成

産
業
界

マ
イ
ス
タ
ー
・

ハ
イ
ス
ク
ー
ル

Ｃ
Ｅ
Ｏ

マ
イ
ス
タ
ー
・

ハ
イ
ス
ク
ー
ル

Ｃ
Ｅ
Ｏ
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令
和
３
年
度
要
求
・要
望
額
2.
4億
円

（
前
年
度
予
算
額

2.
5億
円
）

）

国
公
私
立
の
高
等
学
校

対
象

校
種

65
箇
所
（
R1
指
定
51
校
，
R2
指
定
14
校
）

24
0～
39
0万
円
程
度
/箇
所

３
年

箇
所
数

単
価

期
間

学
校
設
置
者
等

委
託
先

カリ
キ
ュラ
ム
開
発
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、委
員
旅
費
、謝
金
等
）

委
託

対
象
経
費

地
域
との
協
働
に
よ
る
高
等
学
校
教
育
改
革
推
進
事
業

【
グ
ロ
ー
カ
ル
型
】

グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
点
を
持
っ
て
地
域
を
支

え
る
リ
ー
ダ
ー
を
育
成

【
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
型
】

地
域
の
産
業
界
等
と
の
連
携
・
協
働
に
よ

る
実
践
的
な
職
業
教
育
を
推
進

高
等
学
校

地
域
と
の
協
働
に
よ
る
活
動
を
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
明
確
化

専
門
人
材
の
配
置
等
、
校
内
体
制
の
構
築

学
校
と
地
域
と
を
つ
な
ぐ
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
を
指
定

将
来
の
地
域
ビ
ジ
ョ
ン
・
求
め
る
人
材
像
を
共
有
し
、
地
域
協
働

に
資
す
る
学
習
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
開
発

高
校
生
と
地
域
課
題
の
マ
ッ
チ
ン
グ
を

効
果
的
に
行
う
た
め
の
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
を
構
築

【
地
域
魅
力
化
型
】

地
域
課
題
の
解
決
等
を
通
じ
た
学
習
カ
リ

キ
ュ
ラ
ム
を
構
築
し
、
地
域
な
ら
で
は
の

新
し
い
価
値
を
創
造
す
る
人
材
を
育
成

【
P
D
C
A
サ
イ
ク
ル
構
築
の
た
め
の
調
査
研
究
】

成
果
指
標
等
の
作
成
検
証
等
に
よ
る
地
域
と
の
協
働
に
よ
る
教
育
改
革
の
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
サ
イ
ク
ル
の
構
築
，
成
果
普
及
の
た
め
の
全
国
サ
ミ
ッ
ト
等
を
実
施

※
専
門
学
科
を
中
心
に
実
施

（
指
定
校
数

１
５
校
）

※
普
通
科
を
中
心
に
実
施

（
指
定
校
数

２
６
校
）

都
道
府
県

地
域
Ｎ
Ｐ
Ｏ

産
業
界

社
会
教
育
機
関

（
公
民
館
等
）

大
学
・

専
修
学
校
等

市
町
村

小
中
学
校
等

【
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
】

※
全
学
科
を
対
象
に
実
施

（
指
定
校
数

２
４
校
）
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令
和

３
年

度
要

求
・要

望
0.

5億
円

（
前

年
度

予
算

額
0.

6億
円

）

国
公

私
立

の
高

等
学

校
対

象
校

種

①
1箇

所
年

間
90

0万
円

/箇
所

１
年

②
8箇

所
年

間
45

0万
円

/箇
所

原
則

３
年

箇
所

数
単

価
期

間

①
民

間
企

業
②

定
時

制
・通

信
制

課
程

を
置

く国
公

私
立

の
高

等
学

校
等

委
託

先

①
PD

CA
サ

イク
ル

の
調

査
に

必
要

な
経

費
②

カリ
キ

ュラ
ム

開
発

等
に

必
要

な
経

費
（

人
件

費
、設

備
備

品
費

、委
員

旅
費

、謝
金

等
）

委
託

対
象

経
費

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
確
保
・多
様
性
へ
の
対
応
に
関
す
る
調
査
研
究

高
等

学
校

に
お

い
て

は
、生

徒
の

基
礎

学
力

の
確

実
な

習
得

と学
習

意
欲

の
喚

起
を

図
る

こと
、定

時
制

・通
信

制
課

程
に

お
い

て
、多

様
な

学
習

ニー
ズ

に
応

じた
学

び
を

実
現

す
る

とと
も

に
、ニ

ュー
ノー

マル
へ

の
移

行
を

見
据

え
、I

CT
を

効
果

的
に

利
活

用
した

新
時

代
の

学
び

の
充

実
を

図
る

こと
が

求
め

られ
て

い
る

こと
か

ら、
実

証
研

究
に

より
高

等
学

校
に

お
け

る
教

育
の

質
の

確
保

及
び

多
様

性
へ

の
対

応
の

充
実

を
図

る
。

高
等
学
校
に
お
け
る
教
育
の
質
の
確
保
・多
様
性
へ
の
対
応
の
た
め
の
調
査
研
究

①
PD
CA
サ
イ
ク
ル
の
構
築

◆
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
を
踏
ま
え
た
対
象
教
科
・科
目
等
の

在
り方
に
関
す
る
調
査
研
究

「高
校

生
の

た
め

の
学

び
の

基
礎

診
断

」の
対

象
教

科
で

あ
る

国
語

・
数

学
・英

語
以

外
の

共
通

必
履

修
科

目
等

の
取

扱
い

に
つ

い
て

検
討

す
る

た
め

の
調

査
研

究
を

行
う。

②
多
様
性
に
応
じた
新
時
代
の
学
び
の
充
実
支
援
事
業

定
時

制
・通

信
制

課
程

に
お

い
て

、義
務

教
育

段
階

の
学

習
内

容
の

確
実

な
定

着
、ソ

ー
シ

ャル
ス

キ
ル

の
習

得
、日

本
語

指
導

等
の

た
め

の
学

校
設

定
教

科
・科

目
な

ど、
多

様
な

学
習

ニー
ズ

に
応

じた
カリ

キ
ュラ

ム
開

発
を

実
施

し、
IC

Tを
効

果
的

に
利

活
用

し、
個

に
応

じて
き

め
細

か
に

対
応

す
る

指
導

方
法

の
研

究
開

発
を

実
施

す
る

。
通

信
制

課
程

に
お

い
て

、高
等

学
校

通
信

教
育

の
質

の
確

保
・向

上
を

図
る

た
め

、I
CT

を
効

果
的

に
利

活
用

して
同

時
双

方
向

型
・オ

ン
デ

マ
ン

ド型
の

学
習

を
取

り入
れ

、多
様

な
メデ

ィア
を

高
度

に
利

活
用

した
学

習
の

研
究

開
発

を
実

施
し、

対
面

指
導

との
最

適
な

組
合

せ
を

エ
ビデ

ンス
に

基
づ

き
実

証
す

る
。

認
定

ツー
ル

に
よ

る
学

習
成

果
・課

題
の

分
析

・把
握

試
験

実
施

※
 Ｃ

Ｂ
Ｔ

も
可

分
析

結
果

・把
握

に
よ

る
指

導
・学

習
改

善
教

育
目

標
、教

育
課

程
、指

導
計

画
の

見
直

し等

個
に

応
じた

多
様

な
学

習
活

動
の

実
施
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３．教育課程の充実 
 
                                            (前年度当初予算額   3,005 百万円）  
                         令和 3 年度要求・要望額   3,186 百万円   
                            〔参考：復興特別会計      70 百万円〕  
 
 

  １．要  旨 

  新学習指導要領の全面実施に当たって、一人一人の児童生徒が、自分のよさ

や可能性を認識するとともに、あらゆる他者を価値のある存在として尊重し、

多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り開

き、持続可能な社会の創り手となることができるように、初等中等教育の教育

課程の充実を図る。 

 

 

  ２．内  容 

○個別最適な学び等の学力向上のための取組の推進  480 百万円(318 百万円) 

中央教育審議会での審議を踏まえ、各学校における個別最適な学びの推進等、学力

向上に資する取組を進めるため、総合的に調査・実践研究等を実施する。 

・学力向上のための基盤づくりに関する調査研究    

・新学習指導要領の着実な実施に向けた取組の推進    

・GIGA スクールにおける学びの充実【再掲】 

 

《関連施策》 

・オンライン学習システムの全国展開、先端技術・教育データの利活用推進 

 

 

○理数教育の充実のための総合的な支援等    1,975 百万円(1,917 百万円) 

観察・実験の充実を図るため、理科観察実験アシスタントの配置支援や、理科教育

振興法に基づいた、観察・実験に係る理科設備の整備充実を行う。 

 

 

○小・中・高等学校を通じた英語教育強化     406 百万円（380 百万円） 

小学校の教科化に対応した指導体制の充実及び中高生の発信力（話す・書く）強化

のため、教育委員会が「英語教育改善プラン」に基づき行う教師の指導力向上の取組

や、大学と連携した専門的人材育成の取組（免許法認定講習等）を支援する。働き方

改革やコロナ対応を踏まえ、教師や ALT がオンラインで指導力向上を図る仕組を構築

する。 
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○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発 

                          70 百万円（70 百万円） 

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発等を実施する。 

 

 

○学習指導要領等の趣旨徹底等及び現代的課題に対応した教育の充実等   

                         123 百万円(140 百万円) 

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、放射線教育等の充実

を図るための取組等を実施する。 

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の普及（70 百万円）】 

 

 

○特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・指導方法の改善・充実 

                           106 百万円(154 百万円) 

教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底等を着実に実施するとともに、特

別支援学校教諭の養成過程や知的障害のある児童生徒に対する通級による指導な

ど、政策上の課題となっている事項についての調査研究等を行う。 

 

※その他、ＩＣＴを活用した障害のある児童生徒等に対する指導の充実に係る調査

研究【後掲】を実施。 

 

 

○幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】          26 百万円(26 百万円) 

新幼稚園教育要領について、新しい生活様式も取り入れた幼稚園教育の実践につ

いて、中央及び都道府県において研究協議等を行うとともに、各幼稚園が適切な教

育課程を編成、実施する上で必要な指導資料等を作成する。 
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国
公
私
立
の
小
中
学
校
及
び
義
務
教
育
学
校

対
象

校
種

５
箇
所

２
年

箇
所
数

期
間

学
校
設
置
者

委
託
先

調
査
研
究
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、設
備
備
品
費
、委
員
旅
費
、謝
金
等
）

委
託

対
象
経
費

学
力
向
上
の
た
め
の
基
盤
づ
くり
に
関
す
る
調
査
研
究

生
涯
学
び
続
け
る
た
め
に
必
要
な
資
質
・能
力
を
児
童
生
徒
一
人
一
人
に
身
に
付
け
さ
せ
る
た
め
、学
習
を
支
え
る
環
境
整
備
、児

童
生
徒
の
発
達
の
段
階
に
即
した
取
組
、効
果
的
な
補
充
学
習
・家
庭
学
習
の
実
施
、読
解
力
な
どの
言
語
能
力
等
育
成
の
た
め

の
取
組
を
行
うな
ど、
学
力
向
上
の
た
め
に
どの
よ
うな
取
組
が
有
効
か
に
つ
い
て
調
査
分
析
及
び
実
証
研
究
を
行
う。

学
力
向
上
の
た
め
に
有
効
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
研
究
テ
ー
マ

取
組
が
学
力
向
上
に
及
ぼ
す
効
果
に
つ
い
て
の
比
較
検
証

児
童
生
徒
の
学
力
に
関
す
る
定
量
的
指
標
（
数
値
化
で
き
、客
観

的
に
評
価
で
き
る
指
標
）
を設
定

比
較
の
対
象
（
学
校
・学
級
等
の
集
団
）
を設
定
す
る
こと
に
よ
り、

取
組
の
効
果
を
比
較
して
検
証

学
習
を支
え
る
環
境
整
備

児
童
生
徒
の
発
達
の
段
階
に
即
した
取
組

効
果
的
な
補
充
学
習
・家
庭
学
習
の
実
施

読
解
力
な
どの
言
語
能
力
等
育
成
の
た
め
の
取
組

全
て
の
児
童
生
徒
に
対
して

資
質
・能
力
の

確
実
な
育
成
を
図
る

報
告
・相
談

教
育
委
員
会
等

取
組
を
実
施
す
る
学
校

調
査
研
究
報
告
会
等
で

全
国
発
信

指
導
・助
言

文
部
科
学
省

企
画
評
価
会
議

（
有
識
者
）

調
査
分
析
・
実
践
研
究

IC
Tの
活
用
も
含
め
た
学
習
進
度

や
学
習
到
達
度
に
応
じた
指
導

児
童
生
徒
自
身
に
よ
る
学
習
テ
ー

マ
や
探
究
方
法
等
の
最
適
化

個
別
最
適
な
学
び
の
視
点

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額

0.
2億
円

(前
年
度
予
算
額

0.
2億
円
）
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理
数
教
育
充
実
の
た
め
の
総
合
的
な
支
援

○
科
学
技
術
の
成
果
が
社
会
全
体
の
隅
々
に
まで
活
用
され
る
よう
に
な
って
い
る
今
日
、国
民
一
人
一
人
の
科
学
に
関
す
る
基
礎

的
素
養
の
向
上
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。加
え
て
、知
識
基
盤
社
会
に
お
け
る
我
が
国
の
科
学
技
術
イノ
ベ
ー
シ
ョン
の
創
出
に
つ
な

が
る
、次
代
の
科
学
技
術
を担
う人
材
を育
成
す
る
た
め
に
は
、初
等
中
等
教
育
段
階
か
らの
理
数
教
育
の
充
実
が
極
め
て
重
要
。

○
国
際
調
査
・全
国
学
力
学
習
状
況
調
査
等
か
らは
、「
我
が
国
の
理
数
関
係
の
学
力
は
、国
際
的
に
見
て
高
水
準
で
あ
る
も
の

の
、児
童
生
徒
の
理
数
に
対
す
る
興
味
・関
心
に
課
題
が
あ
る
」等
の
結
果
が
見
られ
る
た
め
、理
数
科
目
に
対
す
る
子
供
た
ち
の
興

味
・関
心
を高
め
て
い
くた
め
の
教
育
の
推
進
が
必
要
。

○
平
成
３
０
年
４
月
実
施
の
全
国
学
力
・学
習
状
況
調
査
の
理
科
の
結
果
に
お
い
て
は
、観
察
・実
験
の
結
果
な
どを
比
較
・分

析
した
上
で
規
則
性
を見
い
だ
す
こと
や
、観
察
・実
験
の
結
果
に
基
づ
い
て
自
分
の
考
え
を検
討
して
改
善
す
る
こと
な
どが
課
題
と

な
って
お
り、
観
察
・実
験
活
動
を重
視
した
新
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
理
数
教
育
をよ
り一
層
充
実
させ
て
い
くた
め
の
環
境
整

備
の
推
進
が
急
務
。

背
景
説
明

科
学
的
な
思
考
力
、判
断
力
、表
現

力
等
の
育
成
の
た
め
に
は
、理
科
教

育
に
お
け
る
観
察
、実
験
の
充
実
が
不

可
欠
で
あ
り、
その
た
め
に
観
察
、実

験
に
か
か
る
理
科
設
備
の
充
実
を図

る
とと
も
に
、理
科
の
観
察
・実
験
の
充

実
及
び
指
導
に
注
力
で
きる
環
境
の

整
備
等
の
物
的
・人
的
の
両
面
に
わ

た
る
総
合
的
な
支
援
を目
的
とす
る
。

目
的
・目
標

事
業
内
容
1

理
科
教
育
設
備
整
備
費
補
助
【1
8億
円
】

（
国
庫
補
助
事
業
：
理
科
教
育
設
備
整
備
費
等
補
助
金
）

「理
科
教
育
振
興
法
」に
基
づ
い
て
、公
・私
立
の
小
・中
・高
等
学
校
等
の
設
置
者

に
対
して
、理
科
教
育
等
設
備
の
整
備
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補
助

観
察
、実
験
を
充
実
させ
る
こと
に
よ
り、
児
童
生
徒
の
科
学
的
な
思
考
力
、判
断
力
、表
現
力
等
の
資
質
・能
力
の
育
成
を
図
る
。

成
果
、事
業
を
実
施
して
、

期
待
さ
れ
る
効
果

理
科
教
育
設
備
の
整
備

事
業
内
容
２

理
科
観
察
実
験
支
援
事
業
【2
億
円
】

（
国
庫
補
助
事
業
：
理
科
教
育
設
備
整
備
費
等
補
助
金
）

公
・私
立
の
小
・中
学
校
等
の
設
置
者
に
対
して
、理
科
の
補
助
員
（
観
察
実
験
ア

シ
ス
タン
ト（
PA
SE
O
）
の
配
置
に
要
す
る
経
費
の
一
部
を補
助
。

理
科
教
育
に
お
け
る
観
察
・実
験
の
支
援

物
的
支
援

物
的
支
援

人
的
支
援

人
的
支
援

小
学
校
、中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
、高
等
学

校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
）
及
び
特
別
支
援
学
校

対
象
校
種

地
方
公
共
団
体
、学
校
法
人

実
施
主
体

1／
2（
沖
縄
3／
4）

補
助
割
合

小
学
校
、中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
、高
等
学

校
（
中
等
教
育
学
校
の
後
期
課
程
を
含
む
）
及
び
特
別
支
援
学
校
に
お

け
る
理
数
教
育
の
た
め
の
設
備
を
整
備
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費

補
助
対
象

経
費

小
学
校
、中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
、特
別
支

援
学
校
（
小
学
部
及
び
中
学
部
）

対
象
校
種

地
方
公
共
団
体
、学
校
法
人

実
施
主
体

補
助
割
合

小
学
校
、中
学
校
（
中
等
教
育
学
校
の
前
期
課
程
を
含
む
）
に
お
け
る
理

科
の
観
察
・実
験
の
支
援
等
を
行
う補
助
員
（
観
察
実
験
ア
シ
ス
タン
ト

(P
AS
EO
）
の
配
置
に
か
か
る
経
費

補
助
対
象

経
費

1／
３令
和
3年
度
要
求
・要
望
額

20
億
円

(前
年
度
予
算
額

19
億
円
）
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小
・中

・高
等

学
校

を
通

じた
英

語
教

育
強

化
事

業
新

学
習

指
導

要
領

の
全

面
実

施
、「

第
３

期
教

育
振

興
基

本
計

画
」等

に
掲

げ
ら

れ
た

目
標

の
実

現
に

向
け

て
、2

02
0年

度
か

ら
新

し
い

英
語

教
育

が
始

ま
った

小
学

校
に

お
い

て
質

の
高

い
指

導
体

制
の

構
築

、
全

国
学

力
・学

習
状

況
調

査
等

で
課

題
が

明
ら

か
とな

って
い

る
中

学
生

・高
校

生
の

英
語

で
の

発
信

力
（

話
す

・書
く力

）
強

化
が

喫
緊

の
課

題
。各

地
域

の
課

題
を

踏
ま

え
た

取
組

の
推

進
や

新
た

な
指

導
法

等
の

開
発

等
を

進
め

、全
国

的
な

英
語

教
育

の
水

準
の

向
上

、
効

果
的

か
つ

持
続

可
能

な
体

制
を

構
築

す
る

。

指
導
力
等
強
化
の
た
め
の
実
証
研
究

＜
委

託
先

＞
国

立
大

学
法

人
、学

校
法

人
、都

道
府

県
・指

定
都

市
教

育
委

員
会

、専
門

機
関

等
<

箇
所

数
＞

20
箇

所
程

度

都
道

府
県

・指
定

都
市

教
育

委
員

会
が

、地
域

の
実

態
や

課
題

に
応

じて
策

定
して

い
る

「英
語

教
育

改
善

プ
ラン

」の
取

組
の

中
で

、特
に

英
語

教
育

実
施

状
況

調
査

等
で

全
国

的
に

課
題

とな
って

い
る

課
題

等
へ

の
効

果
的

な
指

導
方

法
の

開
発

や
研

究
・検

証
、

事
例

集
や

普
及

資
料

の
作

成
を

支
援

す
る

。
ま

た
、各

種
調

査
等

の
結

果
も

含
め

た
成

果
分

析
を

行
い

、国
とし

て
効

果
的

な
取

組
等

を
普

及
し、

英
語

教
育

に
お

け
る

PD
CA

サ
イク

ル
、E

BP
M

を
促

進
す

る
。

<
委

託
先

>
 

都
道

府
県

・指
定

都
市

教
育

委
員

会
（

成
果

検
証

は
研

究
機

関
等

）
<

箇
所

数
・単

価
＞

20
箇

所
程

度
、4

50
万

円
程

度
/箇

所

ｓ

指
導
力
向
上
及
び
条
件
整
備

指
導
体
制
の
強
化

英
語

教
育

改
善

プ
ラ

ン
推

進
事

業
10

0百
万

円
免

許
法

認
定

講
習

の
開

設
等

教
員

養
成

機
関

等
に

よ
る

専
門

人
材

育
成

・確
保

事
業

78
百

万
円

先
導

的
な

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
実

証
研

究
事

業 58
百

万
円

（
新

規
）

コロ
ナ

禍
に

お
け

る
外

国
語

指
導

助
手

オ
ン

ラ
イ

ン
研

修
体

制
の

整
備

26
百

万
円

英
語

教
育

実
施

状
況

調
査

【C
he

ck
】

各
自

治
体

の
取

組
を

分
析

し、
次

年
度

へ
【A

ct
io

n】

英
語

教
育

改
善

プ
ラン

【P
la

n】

各
自

治
体

の
課

題
に

応
じた

具
体

的
な

取
組

【D
o】

移
行
期
間

移
行
期

小
移
行
期
間

中 高

2
0

2
0

2
0

2
1

2
0

2
2

全
面
実
施

全
面
実
施

全
面
実
施

学 習 指 導 要 領

ス ケ ジ ュ ー ル

関
連
事
業

専
科

教
員

の
加

配
措

置
（

3,
00

0人
）

小
学

校
英

語
教

育
の

早
期

化
・教

科
化

に
伴

う専
科

指
導

に
必

要
な

教
員

の
充

実

令
和

3年
度

要
求

・要
望

額
4.

1億
円

(前
年

度
予

算
額

3.
8億

円
）

英
語

に
よ

る
指

導
力

向
上

の
た

め
、専

門
的

な
自

己
研

鑽
の

機
会

の
地

域
間

格
差

の
解

消
、コ

ロナ
禍

に
お

け
る

状
況

で
も

教
員

が
学

び
続

け
る

機
会

の
確

保
に

向
け

実
証

研
究

を
行

う。
<

委
託

先
>

 
専

門
機

関
等

<
箇

所
数

・単
価

＞
２

箇
所

29
百

万
円

／
箇

所

◆
中

・高
等

学
校

教
員

プロ
グラ

ム
国

内
にい

な
がら

、英
語

によ
る海

外
の

大
学

等
の授

業
受

講
を可

能
とし

、
英

語
で専

門
的

な
授

業
を受

ける
体

験
を、

実
際

の授
業

とリ
ンク

させ
指

導
力

を向
上

。

◆
小

学
校

教
員

プロ
グラ

ム
指

導
に必

要
な

英
語

を学
び

な
がら

、実
際

に授
業

で活
用

す
るこ

とを
通

して
、授

業
を

通
して

英
語

力
と指

導
力

を向
上

。

※
参

加
自

治
体

・教
員

に
つ

い
て

は
委

託
先

決
定

後
公

募
。

新
た

な
外

国
語

教
育

に
対

応
した

条
件

整
備

・情
報

発
信

事
業

16
9百

万
円

小
学

校
外

国
語

活
動

教
材

「L
et

’s
 T

ry
!」

の
配

布
。

小
・中

・高
等

学
校

の
授

業
事

例
等

の
映

像
資

料
を

作
成

。
※

小
学

校
は

20
20

年
か

ら全
面

実
施

、高
等

学
校

は
20

22
年

か
ら学

年
進

行
で

実
施

。

＜
小

学
校

に
関

す
る

取
組

例
＞

○
小

学
校

教
員

等
が

中
学

校
教

諭
免

許
状

（
英

語
）

を
取

得
す

る
た

め
の

免
許

法
認

定
講

習

○
大

学
と教

育
委

員
会

が
連

携
し、

小
学

校
英

語
専

科
教

員
とし

て
指

導
が

で
き

る
人

材
育

成
講

習

○
教

員
養

成
課

程
の

学
生

等
を

対
象

に
した

、専
門

性
の

高
い

小
学

校
外

国
語

指
導

者
の

養
成

・確
保

の
た

め
の

取
組

（
教

師
塾

）

＜
小

・中
・高

等
学

校
に

関
す

る
取

組
例

＞
○

特
別

免
許

状
等

を
利

用
した

人
材

活
用

（
ネ

イテ
ィブ

・ス
ピー

カー
や

英
語

が
堪

能
な

人
材

等
）

の
た

め
の

講
習

○
外

国
語

指
導

助
手

（
AL

T）
等

を
対

象
とし

た
資

質
・能

力
向

上
の

た
め

の
講

習
等

○
英

語
以

外
の

外
国

語
に

お
け

る
専

門
性

の
高

い
外

国
語

指
導

者
の

養
成

・確
保

の
た

め
の

講
習

や
教

材
開

発
等

◆
発

信
力

（
話

す
こと

・書
くこ

と）
強

化
◆

言
語

活
動

の
充

実
◆

パ
フォ

ー
マン

ス評
価

等
の

効
果

的
な

実
施

等

◇
地

域
の

実
態

・課
題

の
把

握
◇

小
・中

・高
等

学
校

連
携

・接
続

◇
普

及
・持

続
◇

都
道

府
県

と市
町

村
の

連
携

行
政

に
よ

る改
善

・指
導

体
制

上
の

課
題

英
語

の
教

育
（

授
業

）
上

の
課

題

×

国
公

私
立

小
・中

・高
等

学
校

対
象

校
種

フィ
ー

ドバ
ック

添
削
・
評
価

オ
ン

ラ
イ

ン
双

方
向

・集
合

型
学
び
の
共
有
・
深
化

動
画

等
コン

テ
ン

ツ
（

視
聴

）
事

前
・個

別
の

学
び

学
習

課
題

授
業

実
践

知
識
を
活
用

PC
/ス

マ
ホ

等
で

受
講

＃
働

き
方

改
革

＃
地

域
間

格
差

解
消

＃
新

しい
生

活
様

式
＃

指
導

力
向

上

JE
Tプ

ログ
ラム

に
よ

る
AL

T（
外

国
語

指
導

助
手

）
来

日
研

修
を

、コ
ロナ

禍
に

お
け

る
防

疫
措

置
下

等
で

も
確

実
に

実
施

す
る

た
め

、プ
ログ

ラ
ム

の
企

画
、コ

ンテ
ン

ツ開
発

・作
成

を
す

る
。
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４．道徳教育の充実 
 
 
                                            (前年度当初予算額   4,236 百万円）  
                         令和 3 年度要求・要望額   4,276 百万円   
 
 

  １．要  旨 

平成 27 年３月に、道徳教育に係る学習指導要領等の一部改正を行い、これまでの

小・中学校における道徳の時間を教育課程上、「特別の教科 道徳」（以下「道徳科」

という。）と新たに位置付けるとともに、いじめの問題への対応の充実や発達の段階

をより一層踏まえた体系的なものとする観点からの内容の改善、問題解決的な学習を

取り入れるなどの指導方法の工夫を図ることなどを示した。 

また、高等学校の道徳教育においては、平成 30 年３月に公示した高等学校学習指

導要領において、中学校までの道徳科の学習等を通じて深めた道徳的価値の理解を基

にしながら、人間としての在り方生き方に関する教育の充実を図る等、小学校から高

等学校までの系統的な指導の充実を図った。 

これらの取組は、道徳教育について「考える道徳」、「議論する道徳」へと質的に

転換を図るものであり、令和２年度から順次、全面実施される新学習指導要領を踏ま

えた道徳教育が着実に行われるよう、改正学習指導要領の趣旨を生かした効果的な指

導や評価、推進体制を構築するため研究協議会の開催等を通じた小・中・高等学校の

教師の指導力向上を図る。 

さらに、学校・家庭・地域の連携による道徳教育の取組の支援等を行う。 

 

 

  ２．内  容 

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等                    4,276 百万円(4,236 百万円) 

  （１）道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援 

① 特色ある道徳教育の取組の支援  

小・中学校における道徳科を要とした各教科等を通じた道徳教育及び高等学

校における道徳教育の効果的な推進の方法、道徳科の指導方法や評価及び推進

体制等に係る指導主事・教員等の研究協議会を開催するとともに、地域教材の

活用等による地域の特色を生かした道徳教育の実践・普及、家庭・地域との連

携を強化する取組などを支援する。特に、高等学校においては、新たに規定さ

れた道徳教育推進教師の育成を中心とした教員研修の資料の開発を行う。 

② 道徳教育推進状況調査 

道徳教育の一層の推進に資するよう、「特別の教科 道徳」を要とする道徳

教育の全国的な進捗状況を把握するため、小・中学校等を対象に抽出調査を実

施。 
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  （２）道徳教育アーカイブの整備 

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法や評価方法について、現

在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材を収集・集約・発信等する

ための機能を有した「道徳教育アーカイブ」の充実を図る。 
   
 

  （３）道徳科の教科書の無償給与 

小学校及び中学校の道徳科の教科書を無償給与する。 
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道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・充
実

背
景背
景

１
．
道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・
充
実
に
係
る
支
援

①
特
色
あ
る
道
徳
教
育
の
取
組
の
支
援

（
１
）
各
地
域
の
道
徳
教
育
を
推
進
す
る
た
め
の
取
組
支
援

・
小
・
中
学
校
に
お
け
る
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
（
道
徳
科
）
の
指
導
方
法
や
評
価
方
法
の
研
究
・

成
果
普
及

・
小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
け
る
学
校
の
教
育
活
動
全
体
を
通
じ
た
道
徳
教
育
の
効
果
的
な
推
進

の
た
め
の
研
究
・成
果
普
及

・
道
徳
教
育
を
担
当
す
る
指
導
主
事
や
道
徳
教
育
推
進
教
師
を
対
象
と
し
た
研
究
協
議
会
の
開

催
（
道
徳
科
の
評
価
及
び
道
徳
教
育
の
推
進
体
制
の
整
備
等
）

・
地
域
教
材
の
活
用
等
を
通
し
た
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た
道
徳
教
育
の
実
践
・
成
果
普
及

・
家
庭
・
地
域
と
の
連
携
強
化
に
よ
る
道
徳
教
育
の
充
実

（
２
）
道
徳
教
育
推
進
状
況
調
査

・
道
徳
教
育
の
一
層
の
推
進
に
資
す
る
よ
う
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
を
要
と
す
る
道
徳
教
育
の
全

国
的
な
進
捗
状
況
を
把
握
す
る
た
め
、
小
・
中
学
校
等
を
対
象
に
抽
出
調
査

小
学
校
及
び
中
学
校
の
道
徳
科
の
教
科
書
を
無
償
給
与
す
る
。

②
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
の
整
備

道
徳
科
の
趣
旨
や
ね
ら
い
を
踏
ま
え

た
効
果
的
な
指
導
方
法
や
評
価
方
法
に

つ
い
て
、
現
在
、
各
教
育
委
員
会
等
が

開
発
し
た
教
材
や
各
学
校
等
で
取
り
組

ま
れ
て
い
る
好
事
例
、
優
れ
た
教
材
を

収
集
・
集
約
・
発
信
す
る
機
能
を
有
し

た
「
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
」
の
充
実

を
図
る
。

③
社
会
全
体
の
機
運
の
醸
成

社
会
全
体
に
対
し
て
「
考
え
、

議
論
す
る
道
徳
」
の
趣
旨
や
内
容

の
理
解
を
広
め
、
学
校
・
家
庭
・

地
域
が
連
携
し
て
社
会
全
体
で
子

供
た
ち
の
道
徳
性
を
育
む
機
運
を

醸
成
す
る
た
め
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

等
の
取
組
を
実
施
す
る
。

平
成
2
5
年
2
月
教
育
再
生
実
行
会
議
「
い
じ
め
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）」

－
い
じ
め
問
題
の
根
本
的
な
解
決
に
向
け
た
道
徳
教
育
の
抜
本
的
な
充
実
を
提
言

1
2
月
「
道
徳
教
育
の
充
実
に
関
す
る
懇
談
会
」
報
告
－
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
の
設
置
等
に
つ
い
て
提
言

平
成
2
6
年
2
月
中
央
教
育
審
議
会
に
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」諮
問

1
0
月
中
央
教
育
審
議
会
か
ら
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」
答
申

－
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
に
係
る
学
習
指
導
要
領
の
具
体
的
な
在
り
方
等
に
つ
い
て
提
言

平
成
2
7
年
3
月
学
習
指
導
要
領
の
一
部
改
正
等
（
平
成
2
7
年
度
か
ら
内
容
の
一
部
又
は
全
部
を
先
行
実
施
す
る
こ
と
が
可
能
。
）

平
成
3
0
年
3
月
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
公
示

平
成
3
0
年
4
月
小
学
校
に
お
い
て
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

平
成
3
1
年
4
月
中
学
校
に
お
い
て
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
（
道
徳
教
育
関
係
）
が
実
施

箇
所
数

単
価

国
公
私
立
の
小
・中
・高
等
学
校

・自
治
体
、学
校
設
置
者
（
①
－
（
１
）
）

・民
間
団
体
（
②
）

・６
７
箇
所
４
０
０
～
５
０
０
万
円
／
箇
所
（
①
－
（
１
）
）

・１
箇
所
２
０
０
０
万
円
（
②
）

委
託
先

指
導
方
法
や
評
価
方
法
の
研
究
・成
果
普
及
に
必
要
な
経
費

（
人
件
費
、印
刷
製
本
費
、旅
費
、謝
金
等
）

委
託

対
象
経
費

対
象

校
種

令
和
3年
度
要
求
・要
望
額

43
億
円

(前
年
度
予
算
額

42
億
円
）

２
．
道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
（
小
・
中
学
校
分
）
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